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要旨 
文部科学省  科学技術・学術政策研究所は、博士課程進学者の課程修了後のキャリアパスを
把握するための情報基盤プラットフォームとして、博士人材データベース（JGRAD）の構築を進めて
いる。2014年度より、JGRADのデータベースには、登録対象者である博士課程在籍者並びに修了
者の属性や教育研究経験等の情報が登録されている。本調査研究は、JGRADを用いて博士課程
在籍者・修了者の所属確認とキャリアパス等に関する意識調査を実施し、データベースに登録され
ている各種情報と、課程修了後のキャリアパス等に関する意識とを統合的に解析することで、今後
の大学院教育並びに人材育成に関連する政策形成に役立てることを目的とする。本調査結果を
踏まえ、今後のJGRADの改善や更なる利活用についても議論する。また、JGRADの参加単位であ
るパイロット運用参加大学や、登録者である博士課程在籍者・修了者に調査結果をフィードバック
し、今後の大学運営や個人のキャリアパス形成の参考となるよう、JGRADの各ユーザに対する情報
インセンティブの提供も狙いに含める。 
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and Graduates using Doctoral Human Resources Database (JGRAD) 
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(NISTEP), Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology (MEXT) 
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ABSTRACT 
 The National Institute of Science and Technology Policy (NISTEP) has constructed a doctoral 
human resources database (JGRAD) as a platform system for tracking the career paths of doctoral 
students after their graduation. Since FY2014, JGRAD has been collecting attribute information, 
educational training and research activity information from doctoral students and graduates. In 
this study, we conducted affiliation confirmation and an attitude survey on career choices against 
doctoral students and graduates using JGRAD and analyzed integrated data consisting of existing 
information in JGRAD and the results of this survey in order to contribute to the policy-making 
processes of higher education and human resources development. Based on these analysis results, 
we are able to discuss issues on the improvement and further utilization of JGRAD. We also aim to 
provide and feed-back the results of this survey to both universities and registered persons 
including doctoral students and graduates as their information incentive for using JGRAD. 
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 i 
 
概  要 
 
1. 調査目的 
文部科学省 科学技術・学術政策研究所（以下、「NISTEP」という）は、博士課程進学者の課程
修了後のキャリアパスを把握するための情報基盤プラットフォームとして、博士人材データベース
（以下、「JGRAD」という）の構築を進めている。JGRAD構築のため、NISTEPは12大学の参画を得て、
2014年度よりJGRADのパイロット運用を開始した[1]。2015年度はJGRADパイロット運用への参加大
学が拡大し、2016年3月末現在、国立21大学、公立3大学、私立2大学の計26大学 1の協力により、
JGRADの試験的な運用を継続している（概要図表１）。 
 
概要図表1 JGRADのパイロット運用参加大学数の推移 （2016年3月末現在） 
 
2014年度より、JGRADのデータベースには、登録対象者である博士課程在籍者並びに修了者
の属性や教育研究経験等の情報が登録されている。JGRADは「第5期科学技術基本計画」[2]に
おいて、「科学技術イノベーションを担う多様な人材の育成・活躍促進」に向けた「博士人材のデー
タベースの整備・活用等を推進する」ための具体的な取り組みとして位置付けられており、我が国の
科学技術イノベーションを支える人材力の強化に対する貢献が期待されているところである。 
そのため、本調査研究は、JGRADを用いて博士課程在籍者・修了者の所属確認とキャリアパス
等に関する意識調査を実施し、データベースに登録されている各種情報と、課程修了後のキャリア
                                              
1（国立 21 大学）北海道大学・東北大学・筑波大学・東京大学・東京医科歯科大学・東京農工大学・東京工業大
学・お茶の水女子大学・電気通信大学・信州大学・豊橋技術科学大学・京都大学・大阪大学・神戸大学・奈良女
子大学・奈良先端科学技術大学院大学・岡山大学・広島大学・九州大学・長崎大学・熊本大学、（公立 3 大学）
大阪府立大学・大阪市立大学・兵庫県立大学、（私立 2 大学）慶應義塾大学・東京理科大学  
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パス等に関する意識とを統合的に解析することで、今後の大学院教育並びに人材育成に関連する
政策形成に役立てることを目的とする。本調査結果を踏まえ、今後のJGRADの改善や更なる利活
用についても議論する。また、JGRADの参加単位であるパイロット運用参加大学や、登録者である
博士課程在籍者・修了者に調査結果をフィードバックし、今後の大学運営や個人のキャリアパス形
成の参考となるよう、JGRADの各ユーザに対する情報インセンティブの提供も狙いに含める。 
NISTEPでは、2012年度博士課程修了者を調査対象とした「博士人材追跡調査」 [3]や、2012
年度に国内の大学・公的研究機関に在籍していたポストドクター等を対象とした「ポストドクター等
の雇用・進路に関する調査」[4]を実施している。これらは、全ての大学や機関を調査対象とした悉
皆調査である。一方、JGRADを用いた本調査は、JGRADパイロット運用参加大学の在籍者並びに
修了者が調査対象であるため、国全体の状況を把握するための既存の調査研究と異なる性質を
持つ。 
 
2. 調査対象と方法 
2.1. 調査方法 
2015年11月中旬に、JGRADのパイロット運用参加大学及びJGRAD登録者に対して調査依頼を
実施した。調査対象者は、JGRADのWebサイト 2にアクセスしてログインした後、まずは所属確認
（2015年11月1日現在）を行い、JGRADに登録されている情報に変更がない者はアンケート調査に
回答し、変更がある者は該当する登録項目の情報を入力・更新した後にアンケート調査に回答す
る仕組みとした（概要図表2）。 
 
概要図表2 所属確認とアンケート調査のフロー 
 
 
2.2. 調査期間 
2015年11月30日（月）～2016年1月29日（金） 
                                              
2 JGRAD Web サイト https://hr.nistep.go.jp 
11月1日現在の所属
に変更がある
はい
いいえ
アンケート調査の回答
登録情報の入力・更新
所属確認
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2.3. 調査対象者 
調査期間中に、JGRADの博士 IDが発行されていた博士課程在籍者及び修了者・退学者の大
学別の総数を概要図表3に示す。パイロット運用に参加していた22大学（2015年11月1日現在）のう
ち18大学が該当し、JGRAD登録対象者は合計して12,151人である。なお、大学によっては、発行さ
れたIDが必ずしも全ての学生に配付されていない点について留意されたい。 
 
概要図表3 調査対象大学とID発行数 
 
 
JGRAD登録対象者である博士課程在籍者及び修了者・退学者12,151人のJGRADへの登録状
況を概要図表4に示す。個人に配付されたJGRADのIDと初期パスワードでJGRADにログインを実施
した者（アクティベーション）は3,434人で、アカウント発行者全体の28.3%となっている。JGRADにお
いてアクティベーションを実施している3,434人を本アンケート調査の対象者とする。 
 
概要図表4 JGRADの登録状況 
 
 
 
大学名 パイロット運用参加研究科 ID発行年度 ID発行数
北海道大学 生命科学院 2014・2015 83
東北大学 全研究科 2015 2,604
筑波大学
人文社会科学研究科、ビジネス科学研
究科、人間総合学研究科、図書館情報
メディア研究者（希望者のみ）
2014・2015 196
東京大学 理学系研究科（修了生のみ） 2015 150
東京農工大学 全研究科 2014・2015 601
東京工業大学
理工学研究科：電気電子工学専攻、電
子物理工学専攻、集積システム専攻、
通信情報工学専攻
2014・2015 86
お茶の水女子大学 全研究科 2014・2015 467
豊橋技術科学大学 全研究科 2015 106
京都大学
薬学研究科、工学研究科、人間・環境学
研究科、生命科学研究科、アジア・アフ
リカ地域研究研究科（3回生以上）・総合
生存学館（3回生以上）
2015 1,108
大阪大学 一部 2015 11
神戸大学 全研究科 2014・2015 1,896
奈良女子大学 全研究科 2015 162
岡山大学 全研究科 2014・2015 1,462
広島大学 全研究科（修了生のみ） 2015 2,095
九州大学 経済学府、工学府、統合新領域学府 2014・2015 256
奈良先端科学技術大学院大学 全研究科 2014・2015 191
慶應義塾大学 理工学研究科 2014・2015 389
東京理科大学 全研究科 2015 288
計 12,151
人数 率 (%)
ID発行 12,151 -
アクティベーション実施 3,434 28.3%
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2.4. JGRADの登録項目 
JGRADの登録項目は、「A. 基本情報」、「B. 課程在籍時の情報」、「C. 課程修了時の情報」、
「D. 課程修了後のキャリア情報」の4種類に分類される。 
「A. 基本情報」として、性別、生年月、国籍等、「B. 課程在籍時の情報」として、課程別、入学
年月、研究分野等、「C. 課程修了時の情報」として、学位取得の有無、課程在籍時の経験、業績、
経済的支援、進路情報等、「D. 課程修了後のキャリア情報」として、所在、所属機関、職種・職位、
雇用期間等により構成されている。これらの登録項目の一部を本調査の集計と分析に使用した。   
JGRADの登録項目と選択肢等の詳細については、参考資料6を参照されたい。 
 
2.5. 所属確認とアンケート調査 
JGRADは、国立情報学研究所が次世代情報共有基盤システムとして開発しているコミュニティウ
ェアのNetCommons 3を用いて開発されており、博士課程修了後のキャリア追跡のために開発した
JGRAD独自のモジュールと、サイト上でアンケートの実施が可能な汎用のアンケートモジュールを
備えている。JGRAD上で、登録者による所属確認とアンケート調査のフロー（概要図表2）を達成す
るにあたり、既存のアンケートモジュールを拡張した新たなアンケート方式をJGRADにおいて開発・
実装した。 
アンケート調査の内容として、所在、進学理由、進路希望、能力・スキルに対する意識、博士課
程の満足度、博士課程修了後の職業等の状況等に関する質問項目を設定した。アンケート調査
の質問文と選択肢は日本語と英語の両言語で作成し、前述のアンケートモジュールを用いて、
JGRAD上で回答可能なWeb形式のアンケート調査票を作成した。 
調査票の詳細については、参考資料7・8（日本語・英語）を参照されたい。 
 
2.6. データ出力と作成 
調査対象者のJGRAD登録項目の入力情報とアンケート調査の回答結果は、JGRADのデータベ
ースサーバに保持される。調査期間終了後、それぞれのデータをJGRAD管理者用のWebサイトより
csv形式で出力し、ファイルをダウンロードした。perl (v5.20.1) 4により独自のプログラムを作成し、ア
ンケート調査の回答結果を分析可能な形式に変換した上で、IDの情報をもとに、JGRADの登録項
目の入力情報とアンケート調査の回答結果のデータを連結し、各種集計に用いた。 
 
3. 結果 
3.1. 所属確認とアンケート調査の回答状況 
アクティベーションが実施されているJGRAD登録者3,434人を調査対象として、アンケート調査に
対する回答状況を概要図表5に示す。JGRAD登録者のうち、JGRADの登録項目である「メールアド
レス」を入力した者は2,647人（77.1%）、所属確認に回答した者は1,082人（31.5%）、アンケート調査
に回答した者は1,051人となり、本アンケート調査の回収率は30.6%であった。 
 
                                              
3 NetCommons 公式サイト http://www.netcommons.org/ 
4 Perl.org(http://www.perl.org)より入手 
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概要図表5 所属確認とアンケート調査の回答状況 
 
 
NISTEPは大学の協力を得て、JGRADのIDを発行したJGRAD登録対象者に関して、2015年10
月末までの博士課程修了の有無（退学を含む）の情報を取得している。JGRAD登録対象者12,151
人のうち、在籍者は10,191人、修了者は1,618人、退学者は341人であり、JGRAD登録対象者全体
の83.9%を在籍者が占める。一方、アンケート回答者1,051人のうち、在籍者は1,003人、修了者は
48人となり、アンケート回答者の95.4%を在籍者が占めていた。博士課程修了の有無別にアンケー
ト回収率をみると、在籍者が33.1%、修了者は12.7%となり、在籍者と比べて修了者のアンケート回
収率は低かった。また、退学者からのアンケートの回答はなかった（概要図表6）。 
 
概要図表6 調査対象者・アンケート回答者の課程修了・退学状況 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3.2. アンケート回答者の属性 
アンケート回答者1,051人に関して、アンケート回答結果に付加されるJGRADのID情報にもとづ
き、JGRADに登録されている情報をアンケート結果に連結して集計した。集計に利用したJGRADの
登録情報は、「A. 基本情報」の「性別」、「国籍」、「生年（※年齢に換算）」、「B.博士課程在籍時
人数 率 (%)
アクティベーション実施 3,434 -
メールアドレス登録 2,647 77.1%
所属確認 1,082 31.5%
アンケート調査の回答 1,051 30.6%
回収率
人数 (a) 比率 (%) 人数 (b) 比率 (%) 人数 (c) 比率 (%) c/b (%)
在籍者 10,191 83.9% 3,027 88.1% 1,003 95.4% 33.1%
修了者 1,618 13.3% 379 11.0% 48 4.6% 12.7%
退学者 341 2.8% 28 0.8% 0 0.0% 0.0%
不明 1 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0.0%
計 12,151 100.0% 3,434 100.0% 1,051 100.0% 30.6%
ＩＤ発行 アクティベーション実施 アンケート回答
在籍者
10,191
83.9%
修了者
1,618 
13.3%
退学者
341 
2.8%
不明
1 
0.0%
在籍者
1,003 
95.4%
修了者
48
4.6%
ID発行
12,151人
アンケート回答
1,051人
在籍者
3,027
88.1%
修了者
379 
11.0%
退学者
28
0.8%
アクティベーション実施
3,434人
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の情報」の「課程別」、「研究分野」、「自大学出身 5」である。また、「入学年度」については、各大学
より取得したデータを分析に使用した。なお、修了者は回答者のサンプル数が少ないため、主に在
籍者に関して属性別のクロス集計を実施した。在籍者のアンケート回答者の属性を概要図表7に
示す。これらの項目は、JGRADにおいて必須の登録項目であるものの、アンケートに回答した者で
あっても、JGRADに情報を登録していない者がいるため、未入力の者が存在する。 
 
概要図表7 アンケート回答者の属性（在籍者） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
                                              
5博士課程（後期）では現在の所属大学と同じ修士課程又は博士課程（前期）を修了した場合、博士課程（一貫）
では現在の所属大学の学部を卒業した場合に「自大学出身」に該当する。 
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448
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3.3. アンケート調査の結果 
JGRADでは、課程修了後の居住地の情報を「C. 修了後の進路情報」において取得しているが、
登録者の現在の居住地の情報を取得する登録項目を設定していない。そのため、本アンケート調
査において、在籍者及び修了者の居住地をみたところ、大半は日本国内に在住していることが分
かった（概要図表8）。 
 
概要図表8 アンケート回答者の居住地（2015年11月1日現在） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
博士課程修了後の意識として、居住を希望する国・地域をたずねたところ、在籍者の65.2%は日
本国内の居住を希望しており、日本以外の国・地域に居住を希望する者は13.9%であった。一方、
修了者は72.9%が日本国内の居住を希望しており、日本以外の国・地域居住を希望する者は
12.5%であった。アンケート回答者のうち在籍者について、国籍別に希望する居住地をみると、日本
人の76.8%は日本国内の居住を希望しており、日本国内の居住を希望する外国人は35.1%であった。
また、日本以外の国・地域に居住を希望する日本人は5.0%であり、外国人の39.6%は日本以外の
国・地域に居住を希望していた（概要図表9）。 
 
概要図表9 博士課程修了後に居住を希望する国・地域 （在籍者・国籍別） 
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 博士課程修了後に希望するキャリアをみると、アンケート回答者のうち在籍者の39.4%は「アカデミ
ア」を希望しており、「非アカデミア」を希望する者は19.5%、「アカデミア・非アカデミアの両方」を希
望する者は35.2%であった。一方、修了者の33.3%は「アカデミア」を希望しており、「非アカデミア」を
希望する者は25.0%、「アカデミア・非アカデミアの両方」を希望する者は33.3%であった。修了者に
おいて「アカデミア・非アカデミアの両方」を希望する者が一定数おり、博士課程修了後も両方のキ
ャリアの選択肢を残していることがうかがわれる（概要図表10）。 
 
概要図表10 博士課程修了後に希望するキャリア 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
アンケート回答者のうち在籍者を対象として、博士課程修了後に希望するキャリアを分野別にみ
ると、アカデミアを希望する者は「社会」で最も高く62.5%であり、次いで「人文」が58.5%であった。一
方、非アカデミアを希望する者は「保健」で最も高く25.0%であり、次いで「理学」が24.5%、「工学」が
24.4%であった（概要図表11）。博士課程修了後に希望するキャリアは分野により異なる傾向がみら
れたが、ただし、JGRADパイロット運用に一部の研究科のみが参加している大学があり、また、分野
によってはアンケート回答者が特定の大学に集中している場合があるため、注意が必要である。 
 
概要図表11 博士課程修了後に希望するキャリア（在籍者・分野別） 
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アンケート回答者のうち在籍者を対象として、JGRADの登録項目である「課程別」において「博士
課程（後期）」が選択されているアンケート回答者を抽出した上で、JGRADの登録項目である「入学
年度」の情報に基づき回答者を分類した。博士課程修了後に希望するキャリアを入学年度別にみ
ると、入学年度からの年数経過につれて、アカデミアを希望する者の割合が高まっており、希望す
るキャリアパスを確定している様子がうかがわれる。また、今回のアンケート結果からは、博士課程入
学2年目に「アカデミア・非アカデミア」から「非アカデミア」に希望を変更した者が多く、博士課程入
学3年目に「アカデミア・非アカデミア」から「アカデミア」に希望を変更した者が多いことが推察される
（概要図表12）。 
 
概要図表12 博士課程修了後に希望するキャリア（在籍者・入学年度別） 
 
博士課程修了後に希望する職種をみると、アンケート回答者のうち在籍者の61.2%は「研究開発
職」を希望しており、「非研究開発職」を希望する者は5.2%であった。一方、修了者の75.0%は「研究
開発職」を希望していた（概要図表13）。 
 
概要図表13 博士課程修了後に希望する職種 
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アンケート回答者のうち在籍者を対象として、博士課程修了後に希望する職種を分野別にみる
と、「研究開発職」を希望する者は「工学」で66.8%と最も高く、「保健」が65.0%、「農学」が64.9%、
「理学」が63.6%と、理工系で高い傾向にあった。一方、「人文」と「社会」において「研究開発職・非
研究開発職の両方」を希望する者の割合が高く、他の分野と比べて修了後の職種を決めかねてい
る状況がうかがわれる。また、「保健」において「非研究開発職」を希望する者の割合が高く、医師・
歯科医師・薬剤師等の職種が該当するものと思われる（概要図表14）。 
 
概要図表14 博士課程修了後に希望する職種（在籍者・分野別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
JGRADの登録項目である「入学年度」の情報に基づき回答者を分類した。博士課程修了後に
希望する職種を入学年度別にみると、博士課程入学3年目までは「研究開発職」を希望する者の
割合は大きくは変わらないが、博士課程入学4年目以降に「研究開発職・非研究開発職の両方」を
希望している者の割合が大きくなっている（概要図表15）。 
 
概要図表15 博士課程修了後に希望する職種（在籍者・入学年度別） 
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アンケート回答者のうち在籍者を対象として、博士課程修了後に就職を希望する職業について
みたところ、「大学教員（短大・高専教員を含む）」を希望する者の割合が最も高く53.2%であり、「大
学・公的研究機関のポストドクター（短大・高専を含む）」が48.0%、「民間企業・団体の研究開発者」
が45.8%、「公的研究機関の研究開発者（ポストドクター以外）」が42.4%と続いている。上位4つの職
業以外については、就職を希望すると選択した者が2割以下であった(概要図表16)。 
 
概要図表16 博士課程修了後に就職を希望する職業（在籍者） 
 
 
アンケート回答者の博士課程プログラムの満足度をみると、在籍者・修了者ともに「とても満足し
ている」あるいは「まあ満足している」を選択した者が8割以上であり、NISTEPによる2012年度博士
課程修了者を調査対象とした「博士人材追跡調査」における、8割程度の修了者が博士課程に満
足しているという調査結果[3]と同様の傾向がみられた（概要図表17）。 
 
 
 
 
 
 
2.4%
4.9%
6.9%
9.6%
3.0%
1.9%
0.9%
2.6%
8.6%
6.6%
7.2%
6.3%
4.3%
11.1%
45.8%
7.2%
17.3%
42.4%
53.2%
48.0%
9.4%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
その他
自営業・フリーランス
起業家
国家公務員、地方公務員
幼稚園・養護学校・小学校・中学校・高等学校の教員
知的財産関連職（弁理士など）
経営専門職（公認会計士、税理士など）
医師、歯科医師、獣医師、薬剤師
科学技術コミュニケーター（学芸員、科学記者など）
リサーチ・アドミニストレーター
産学連携コーディネーター
民間企業・団体の研究開発者以外の職（その他）
民間企業・団体の研究開発者以外の職（カウンセラー）
民間企業・団体の研究開発者以外の職（コンサルタント）
民間企業・団体の研究開発者
大学・公的研究機関の上記以外の職（事務など）
大学・公的研究機関の研究支援者・補助者（技官など）
公的研究機関の研究開発者（ポストドクター以外）
大学教員（短大・高専教員を含む）
大学・公的研究機関のポストドクター（短大・高専を含む）
決めていない 該当有
該当無
 xii 
 
概要図表17 博士課程プログラムの満足度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
アンケート回答者のうち在籍者を対象として、博士課程プログラムの印象をみた。設定した10項
目のうち、「教員の研究指導の質」、「教員と大学院生の関係性」、「研究スペースや設備」を「とても
良い」あるいは「まあ良い」を選択した者が8割を超えており、研究環境について良いと感じている傾
向がみられた。一方で、「キャリア開発支援や進路指導の質」、「経済的支援の額」、「分野をこえて
協働する機会」、「グローバル化の度合い」を「とても良い」あるいは「まあ良い」を選択した者は6割
未満と、大学等によるサポート体制や外部との連携・ネットワーク展開について、一定の課題がある
ことが推察される（概要図表18）。 
 
概要図表18 博士課程プログラムの印象（在籍者） 
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アンケート回答者のうち在籍者を対象として、博士号の学位取得の見込みと博士課程プログラム
の満足度についての関連性をみたところ、学位取得の見込みが高いと答えた者ほど、博士課程プ
ログラムの満足度が高い傾向がみられた（概要図表19）。 
 
 
概要図表19 学位取得の見込みと博士課程プログラムの満足度（在籍者） 
  
 
博士課程修了後のキャリアについての不安をみると、アンケート回答者のうち在籍者の26.4%は
不安を感じることに「強く同意する」と回答しており、「ほぼ同意する」と回答した者は22.5%と、約半
数の在籍者が不安を感じていた。一方、アンケート回答者のうち修了者の20.8%は不安を感じること
に「強く同意する」と回答しており、「ほぼ同意する」と回答した者は10.4%と、不安を感じている修了
者は約3割であった（概要図表20）。 
 
概要図表20 博士課程修了後のキャリアについての不安 
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アンケート回答者のうち在籍者に対して、「博士課程在籍中に身につけたい能力」として16項目を
設定してたずねたところ、「研究遂行能力」を選んだ者が最も多く、「専門知識・専門能力」、「論理
的思考力」の順で多く選択されていた。修了者に対しては、「博士課程在籍中に身につけたかった
能力」をたずねたところ、「研究遂行能力」、「専門知識・専門能力」、「論理的思考力」の順で多く
選択されており、能力に対する意識について、在籍者と修了者との大きな違いはみられなかった
(概要図表21、概要図表22)。 
 
概要図表21 博士課程在籍中に身につけたい能力（在籍者） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
概要図表22 博士課程在籍中に身につけたかった能力（修了者） 
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アンケート回答者のうち在籍者に対して、博士課程を継続するために利用した給付型資金につ
いて調べたところ、「TA/RA」を利用している者が最も多く、47.1%であった。「授業料減免措置」が
34.8%、「日本学術振興会特別研究員」が26.0%、「国費留学生」が11.4%であり、「博士課程教育リ
ーディングプログラム」には6.0%の者が該当していた。また、「給付型資金なし」と回答した者は16.4%
であった（概要図表23）。 
 
概要図表23 給付型資金の受給状況（在籍者） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注）複数回答 
 
アンケート回答者の在籍時の経験として、インターンシップ経験の有無と共同研究経験の有無に
ついてみたところ、在籍者1,003人のうち、1社・機関以上でのインターンシップ経験がある者は96人
で全体の9.6%、共同研究経験が有る者は217人で全体の21.6%を占めていた。また、在籍者のうち
インターンシップの経験が有る者に対して、インターンシップの期間を調べたところ、「1ヶ月以上3ヶ
月未満」が最も多く22.9%であった（概要図表24）。 
 
概要図表24 インターンシップの期間（在籍者・経験有） 
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インターンシップ経験及び共同研究経験の有無と、博士課程修了後のキャリアの意識に関連性
があるか調べたところ、インターンシップ経験が有る者の方が、博士課程修了後のキャリアパスとし
て「非アカデミア」を希望する者の割合が高く（概要図表25A）、同様に、共同研究経験が有る者の
方が、博士課程修了後のキャリアパスとして「非アカデミア」を希望する者の割合が高かった（概要
図表25B）。 
 
概要図表25 在籍時の経験と博士課程修了後のキャリアについての希望（在籍者） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本調査の結果は、将来のキャリアとして「非アカデミア」を希望する者が、博士課程在籍中にイン
ターンシップや共同研究に積極的に取り組んでいるとも考えられるものの、これらの経験が在籍者
のキャリア形成の意識に影響を与える可能性が示唆されることから、博士課程進学者が修了後に
多様なキャリアを構築できる環境を整備するため、大学と産業界等との連携をより強化していく必要
があるだろう。 
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社会人学生 6の2015年11月1日現在の職業をみたところ、「民間企業・団体の研究開発者」が最
も多く35.0%であり、「民間企業・団体の研究開発者以外の職」が16.1%、「大学教員（短大・高専教
員を含む）」が14.7%で続いている（概要図表26）。 
 
概要図表26 社会人学生の職業（2015年11月1日現在） 
 
 
社会人学生の年間収入（2014年11月1日～2015年10月31日まで）をみると、「500-800万円未満」
と答えた者の割合が30.1%と最も高かった（概要図表27）。 
 
概要図表27 社会人学生の年間収入（2014年11月1日～2015年10月31日まで） 
 
 
 
 
                                              
6 質問に回答した者を「社会人学生」とみなしている。 
社会人学生
n=143
50
35.0%
23
16.1%
21
14.7%
11
7.7%
7
4.9%
6
4.2%
5
3.5%
13
9.1%
7
4.9% 民間企業・団体の研究開発者
民間企業・団体の研究開発者以外の職
大学教員（短大・高専教員を含む）
大学・公的研究機関の職（大学教員を除く）
幼稚園・養護学校・小学校・中学校・高等学校の教員
医師、歯科医師、獣医師、薬剤師
国家公務員、地方公務員
その他
未入力
34
23.8%
19
13.3%
43
30.1%
33
23.1%
14 
9.8%
300万円未満
300-500万円未満
500-800万円未満
800万円以上
未入力
社会人学生
n=143
 xviii 
 
修了者の2015年11月1日現在の職業をみると、「民間企業・団体の研究開発者」と答えた者の
割合が最も高く36.0%であった（概要図表28）。 
 
概要図表28 修了者の職業（2015年11月1日現在） 
 
 
修了者の年間収入（2014年11月1日～2015年10月31日まで）をみると、「300-500万円未満」と
答えた者の割合が32.0%と最も高かった。NISTEPによる2012年度博士課程修了者を調査対象とし
た「博士人材追跡調査」においても、修了者の労働所得について300-500万円の所得層が最も多
いという結果が得られており[3]、今回のアンケート調査はサンプル数が少ないものの、同様の傾向
がみられた（概要図表29）。 
 
概要図表29 修了者の年間収入（2014年11月1日～2015年10月31日まで） 
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4. JGRADの改善と今後の展望 
4.1. JGRADにおける登録項目のデータの質の向上 
今回のアンケート調査結果を分析するにあたり、調査対象者の属性の情報についてJGRADの登
録情報を用いた。2015年度よりパイロット運用に参加している京都大学は、JGRAD登録項目のうち、
全登録者の「性別」、一部の登録者の「生年月」と「国籍」の情報をシステムに一括でインポートして
いる。そのため、アンケート回答者におけるこれらの項目の未入力者の割合は他の項目に比べて
低いことが分かる(概要図表30)。今後、アンケートの集計結果をより精緻なものとするために、登録
項目によっては、大学によるデータインポートの拡大が有効であると考えられる。 
 
概要図表30 アンケート回答者のJGRAD登録項目の入力率 
 
 
 
JGRADにおいて、「性別」、「国籍」、「生年月」の登録項目は「A.基本情報」に設置されており、
「研究分野」、「課程別」、「出身大学」の登録項目は「B.課程在籍時の情報」に設置されている（概
要図表30）。2015年度のJGRADのシステム改修により、登録者が「A.基本情報」を入力した後に「B.
課程在籍時の情報」に強制的に遷移するように改善したため、今後、「B.課程在籍時の情報」の登
録項目の充足率の向上が期待される。 
今回の調査システムにおいては、JGRADの登録項目に情報を入力しなくともアンケートに回答で
きるようになっており、4人に1人はアンケート調査には回答するものの、データベースに登録を行っ
ていないことが分かった。そのため、JGRADの登録項目に情報が入力されたことを確認してからア
ンケートに回答可能な仕組みとするなど、システム改修による改善を検討したい。 
また、JGRADの「B.課程在籍時の情報」には、「社会人経験」の登録項目が設置されている。し
かし、2015年11月に実装されたJGRADのシステム改修により新規に設けられたことから、今回の調
査時点では十分な入力情報が得られず、集計には利用できなかった。今後、既にJGRADに入力し
ている登録者に対しても、新しい登録項目の入力依頼を実施し、登録項目の充足率を高めていく
必要がある。 
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4.2. 今後のJGRADの活用 
JGRADは、博士課程修了後のキャリアパス追跡が可能な情報プラットフォームであり、大学は管
理者として自大学のデータを参照することができる。「第5期科学技術基本計画」[2]において、「大
学改革の主体は大学自身であり、自らの理念に基づき教育研究の現場に改革を実装していく責
務を持っている。このため、国は、自らの強み、特色を最大限生かしつつ自己改革に積極的に取り
組む国立大学を重点支援し、グローバルな視点から大学間競争を活性化する。」と述べられている。
今回のアンケート調査では、大学別の回答数は少ないため、大学間比較を行うことが困難であった
が、今後の回収率等の向上により、大学間比較に耐えうるデータが得られることが予想される。大
学は全体の傾向との比較に加え、大学同士の連携等により主体的に大学間のベンチマーキングを
実施するなど、大学自らがJGRADを用いたアンケート調査の結果を活用していくことを推奨したい。 
また、科学技術イノベーションを担う人材力の強化に向けて、「第5期科学技術基本計画」[2]は、
「科学技術イノベーション人材が、社会の多様な場において適材適所で活躍できるように促してい
くことも重要であり、産学官が科学技術イノベーション活動を共に進める中で、多様な職種のキャリ
アパスの確立と人材の育成・確保を進める。」と指摘している。博士課程在籍者や修了者が博士課
程修了後の多様なキャリアパスを自ら切り拓いていくためにも、JGRADにより得られた博士課程在
籍者及び修了者の教育研究経験などの全体的な傾向や、キャリアパス等に関する意識について
の調査結果が今後もフィードバックされることで、個人が自身のキャリアを形成していく上での判断
材料に資するようなプラットフォームとなることが期待される。 
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  はじめに 第1章
 背景と目的 1.1
文部科学省 科学技術・学術政策研究所（以下、「NISTEP」という）は、博士課程進学者の課程
修了後のキャリアパスを把握するための情報基盤プラットフォームとして、2011年度より博士人材デ
ータベース（以下、「JGRAD」という）の設計と構築を進めている[1]。JGRADのシステム試行を実施
するにあたり、NISTEPは有識者と7大学の関係者を集めたシステム試行に関するワーキング・グル
ープを設置し、調査項目の設定や、蓄積されるデータの有効な活用方法を検討した[2]。これらの
議論をもとに、NISTEPは12大学（国立11大学、私立1大学）の参画を得て、2014年度よりJGRADの
パイロット運用を開始した[3]。  
2015年度はJGRADパイロット運用への参加大学が拡大し、2016年3月末現在、国立21大学、公
立3大学、私立2大学の計26大学 7の協力により、JGRADの試験的な運用を継続している（図表 
1.1.1）。 
 
図表 1.1.1 JGRAD のパイロット運用参加大学数の推移 （2016 年 3 月末現在） 
 
2016年1月22日に閣議決定された「第5期科学技術基本計画」[4]において、我が国の科学技術
イノベーションの基盤的な力を強化する上での課題として、「科学技術イノベーション活動を担う人
                                              
7（国立 21 大学）北海道大学・東北大学・筑波大学・東京大学・東京医科歯科大学・東京農工大学・東京工業大
学・お茶の水女子大学・電気通信大学・信州大学・豊橋技術科学大学・京都大学・大阪大学・神戸大学・奈良女
子大学・奈良先端科学技術大学院大学・岡山大学・広島大学・九州大学・長崎大学・熊本大学、（公立 3 大学）
大阪府立大学・大阪市立大学・兵庫県立大学、（私立 2 大学）慶應義塾大学・東京理科大学  
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材に関して、若手が能力を十分に発揮できる環境が整備されていない、高い能力を持つ学生等が
博士課程進学を躊躇しているといった問題点もある。今後、我が国の若年人口の更なる減少が想
定される中で、科学技術イノベーション活動を担う人材を巡る諸問題の解決は喫緊の課題である。」
と認識されており、このような現状を改善するために、「大学等における若手研究者の育成と活躍促
進のための取組を強力かつ速やかに推進する。」とともに、「科学技術イノベーション人材が、社会
の多様な場において適材適所で活躍できるように促していくことも重要であり、産学官が科学技術
イノベーション活動を共に進める中で、多様な職種のキャリアパスの確立と人材の育成・確保を進
める。」ことを提言している。 
このような背景の中で、JGRADは「第5期科学技術基本計画」[4]において、「科学技術イノベー
ションを担う多様な人材の育成・活躍促進」に向けた「博士人材のデータベースの整備・活用等を
推進する」ための具体的な取り組みとして位置付けられており、我が国の科学技術イノベーションを
支える人材力の強化に対する貢献が期待されている。 
2014年度より、JGRADのデータベースには、登録対象者である博士課程在籍者並びに修了者
の属性や教育研究経験等の情報が登録されている。本調査研究は、JGRADを用いて博士課程在
籍者・修了者の所属確認とキャリアパス等に関する意識調査を実施し、データベースに登録されて
いる各種情報と、課程修了後のキャリアパス等に関する意識とを統合的に解析することで、今後の
大学院教育並びに人材育成に関連する政策形成に役立てることを目的とする。本調査結果を踏
まえ、今後のJGRADの改善や更なる利活用についても議論する。 
また、今回の試行研究は、JGRADのパイロット運用参加大学や、登録者である博士課程在籍
者・修了者に調査結果をフィードバックし、今後の大学運営や個人のキャリアパス形成の参考とな
るよう、JGRADの各ユーザに対する情報インセンティブの提供も狙いに含める。 
NISTEPでは、2012年度博士課程修了者を調査対象とした「博士人材追跡調査」 [5]や、2012
年度に国内の大学・公的研究機関に在籍していたポストドクター等を対象とした「ポストドクター等
の雇用・進路に関する調査」[6]を実施している。これらは、全ての大学や機関を調査対象とした悉
皆調査である。一方、JGRADを用いた本調査は、JGRADパイロット運用参加大学の在籍者並びに
修了者が調査対象であるため、国全体の状況を把握するための既存の調査研究と異なる性質を
持つ。 
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 材料と方法 第2章
 調査方法 2.1
2015年11月中旬に、JGRADのパイロット運用に参加している18大学に対し、『「博士人材データ
ベース（JGRAD）を用いた博士課程学生・修了者の所属確認とキャリアパス等に関する意識調査」
について（依頼）』と題した依頼状（参考資料1）を株式会社 野村総合研究所（以下、「NRI」という）
より通知した。この中で、各大学より、JGRADのアカウントを配付している在学生に対し、本調査に
ついての告知を依頼メール等により実施して頂くようにお願いしている。また、2015年12月下旬に、
各大学に対して、在学生に向けた回答の督促の実施を依頼している。 
JGRAD登録者に対しては、NISTEPが本調査に関する依頼事項をNISTEPのWebサイト 8上に掲
載し、『「博士人材データベース（JGRAD）を用いた博士課程学生・修了者の所属確認とキャリアパ
ス等に関する意識調査」について（依頼）』と題した依頼状（参考資料2・3）と回答の手順書（参考
資料4・5）をダウンロードできるようにした。そして、2015年11月下旬に、JGRADのBBS機能を用いて、
JGRADの基本情報にメールアドレスを登録している者（以下、「BBS配信対象者」という。）に対して、
メール配信による調査依頼の周知をNRIが実施した。 
調査対象者は、JGRADのWebサイト 9にアクセスし、個別のID若しくは登録メールアドレスとパスワ
ードでJGRADにログインした後、回答の手順書（参考資料4・5）に従って、まずは所属確認（2015年
11月1日現在）を行い、JGRADに登録されている情報に変更がない者はアンケート調査に回答し、
変更がある者は該当する登録項目の情報を入力・更新した後にアンケート調査に回答する仕組み
とした（図表 2.1.1）。 
 
図表 2.1.1 所属確認とアンケート調査のフロー 
 
                                              
8 NISTEP Web サイト http://www.nistep.go.jp 
9 JGRAD Web サイト https://hr.nistep.go.jp 
11月1日現在の所属
に変更がある
はい
いいえ
アンケート調査の回答
登録情報の入力・更新
所属確認
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BBS配信対象者については、2015年12月下旬と2016年1月下旬に、JGRADのBBS機能を用い
て、メール配信による回答の督促をNRIが実施した。なお、JGRAD登録者には外国人が含まれるた
め、依頼状（参考資料2・3）と回答の手順書（参考資料4・5）は日本語と英語の両言語で作成し、
調査の依頼や回答の督促も両言語で実施した。 
 
 調査期間 2.2
2015年11月30日（月）～2016年1月29日（金） 
（当初、2015年12月25日を回答の締め切り日としていたが、大学からの要請もあり、2016年1月
29日まで調査期間を延長した。） 
 
 調査対象者 2.3
調査期間中に、JGRADの博士 IDが発行されていた博士課程在籍者及び修了者・退学者の大
学別の総数を図表 2.3.1に示す。パイロット運用に参加していた22大学（2015年11月1日現在）の
うち18大学が該当し、JGRAD登録対象者は12,151人である。なお、大学によっては、発行されたID
が必ずしも全ての学生に配付されていない点について留意されたい。 
 
図表 2.3.1 調査対象大学とID発行数 
 
 
大学名 パイロット運用参加研究科 ID発行年度 ID発行数
北海道大学 生命科学院 2014・2015 83
東北大学 全研究科 2015 2,604
筑波大学
人文社会科学研究科、ビジネス科学研
究科、人間総合学研究科、図書館情報
メディア研究者（希望者のみ）
2014・2015 196
東京大学 理学系研究科（修了生のみ） 2015 150
東京農工大学 全研究科 2014・2015 601
東京工業大学
理工学研究科：電気電子工学専攻、電
子物理工学専攻、集積システム専攻、
通信情報工学専攻
2014・2015 86
お茶の水女子大学 全研究科 2014・2015 467
豊橋技術科学大学 全研究科 2015 106
京都大学
薬学研究科、工学研究科、人間・環境学
研究科、生命科学研究科、アジア・アフ
リカ地域研究研究科（3回生以上）・総合
生存学館（3回生以上）
2015 1,108
大阪大学 一部 2015 11
神戸大学 全研究科 2014・2015 1,896
奈良女子大学 全研究科 2015 162
岡山大学 全研究科 2014・2015 1,462
広島大学 全研究科（修了生のみ） 2015 2,095
九州大学 経済学府、工学府、統合新領域学府 2014・2015 256
奈良先端科学技術大学院大学 全研究科 2014・2015 191
慶應義塾大学 理工学研究科 2014・2015 389
東京理科大学 全研究科 2015 288
計 12,151
 5 
 
JGRAD登録対象者である博士課程在籍者及び修了者・退学者12,151人のJGRADへの登録状
況を図表 2.3.2に示す。個人に配付されたJGRADのIDと初期パスワードでJGRADにログインを実
施した者（アクティベーション）は3,434人で、アカウント発行者全体の28.3%となっている。JGRADに
おいてアクティベーションを実施している3,434人を本アンケート調査の対象者とする。 
 
図表 2.3.2 JGRAD の登録状況 
 
 
 JGRADの登録項目 2.4
JGRADの登録項目は、「A. 基本情報」、「B. 課程在籍時の情報」、「C. 課程修了時の情報」、
「D. 課程修了後のキャリア情報」の4種類に分類される。 
「A. 基本情報」として、性別、生年月、国籍等、「B. 課程在籍時の情報」として、課程別、入学
年月、研究分野、社会人経験等、「C. 課程修了時の情報」として、学位取得の有無、課程在籍時
の経験（海外研究活動経験・インターンシップ経験等）・業績（査読付論文数等）・経済的支援（日
本学術振興会の特別研究員、学費の免除等）、進路情報（所在、所属先機関、職種・職位、雇用
期間等）等、「D. 課程修了後のキャリア情報」として、所在、所属機関、職種・職位、雇用期間等に
より構成されている。これらの登録項目のうち、一部を本調査の集計と分析に使用した。 
JGRADの登録項目と選択肢等の詳細については、参考資料6を参照されたい。 
 
 所属確認とアンケート調査 2.5
JGRADは、国立情報学研究所が次世代情報共有基盤システムとして開発しているコミュニティウ
ェアのNetCommons 10を用いて開発されており、博士課程修了後のキャリア追跡のために開発した
JGRAD独自のモジュールと、サイト上でアンケートの実施が可能なアンケートモジュールを備えてい
る。JGRAD上で、登録者による所属確認とアンケート調査のフロー（図表 2.1.1）を達成するにあた
り、既存のモジュールを拡張した新たなアンケート方式をJGRADに開発・実装した。 
アンケート調査の内容として、所在、進学理由、進路希望、能力・スキルに対する意識、博士課
程の満足度、博士課程修了後の職業等の状況等に関する質問項目を設定した。アンケート調査
の質問文と選択肢は日本語と英語の両言語で作成し、前述のアンケートモジュールを用いて、
JGRAD上で回答可能なWeb形式のアンケート調査票を作成した。調査票の詳細については、参考
資料7・8（日本語・英語）を参照されたい。 
調査対象者の回答の流れとして、まず、JGRAD登録者がJGRADにログインすると、調査期間中
は2015年11月1日現在の所属を確認する画面（図表 2.5.1）が表示される。所属確認画面におい
ては、博士課程在籍者の場合はJGRADに登録されている「所属先」が表示され、博士課程修了者
の場合は2015年11月1日時点の所属として、「所属先」、「職種・職位」、「所定労働時間」、「雇用
                                              
10 NetCommons 公式サイト http://www.netcommons.org/ 
人数 率 (%)
ID発行 12,151 -
アクティベーション 3,434 28.3%
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期間」が表示される。 
 
図表 2.5.1 JGRADの所属確認画面 
 
 
JGRADの所属確認画面（図表 2.5.1）において、所属の情報等に変更がある場合は「変更あり」
をクリックすると、JGRADのMy Portal画面（図表 2.5.2）に遷移し、JGRADの各種登録情報を変更
するようになっている。 
 
図表 2.5.2 JGRADのMy Portal画面 
 
 
「My Portal」にて登録情報の編集が終わった者、あるいは、所属に変更がなくJGRADの所属確
認画面にて「変更なし」をクリックした者は、JGRAD内に設置されたアンケート調査画面（図表 2.5.3）
に遷移し、Web形式のアンケート調査票に回答して終了という手順となっている。 
 
 
 
 
 7 
 
図表 2.5.3 JGRADのアンケート調査画面 
 
 
 データの出力と作成 2.6
調査対象者のJGRADの登録項目の入力情報とアンケート調査の回答結果は、JGRADのデータ
ベースサーバに保持される。調査期間終了後、それぞれのデータをJGRAD管理者用のWebサイト
よりcsv形式で出力し、ファイルをダウンロードした。perl (v5.20.1) 11により独自のプログラムを作成し、
アンケート調査の回答結果を分析可能な形式に変換した上で、IDの情報をもとに、JGRADの登録
項目の入力情報とアンケート調査の回答結果のデータを連結し、各種集計に用いた。 
  
                                              
11 Perl.org(http://www.perl.org)より入手  
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 結果 第3章
 所属確認とアンケート調査の回答状況 3.1
アクティベーションが実施されているJGRAD登録者3,434人を調査対象として、所属確認とアンケ
ート調査に対する回答状況を図表 3.1.1に示す。JGRAD登録者のうち、JGRADの登録項目である
「メールアドレス」を入力した者は2,647人（77.1%）、所属確認に回答した者は1,082人（31.5%）、アン
ケート調査に回答した者は1,051人となり、本アンケート調査の回収率は30.6%であった。 
 
図表 3.1.1 所属確認とアンケート調査の回答状況 
 
 
NISTEPは大学の協力を得て、JGRADのIDを発行したJGRAD登録対象者に関して、2015年10
月末までの博士課程修了の有無（退学を含む）の情報を取得している。JGRAD登録対象者12,151
人のうち、在籍者は10,191人、修了者は1,618人、退学者は341人であり、JGRAD登録対象者全体
の83.9%を在籍者が占める。一方、アンケート回答者1,051人のうち、在籍者は1,003人、修了者は
48人となり、アンケート回答者の95.4%を在籍者が占める。博士課程修了の有無別にアンケート回
収率をみると、在籍者が33.1%、修了者は12.7%となり、修了者のアンケート回収率は低かった。また、
退学者からのアンケートの回答はなかった（図表 3.1.2）。 
 
図表 3.1.2 調査対象者・アンケート回答者の課程修了・退学状況 
 
人数 率 (%)
アクティベーション 3,434 -
メールアドレス登録 2,647 77.1%
所属確認 1,082 31.5%
アンケート調査の回答 1,051 30.6%
回収率
人数 (a) 比率 (%) 人数 (b) 比率 (%) 人数 (c) 比率 (%) c/b (%)
在籍者 10,191 83.9% 3,027 88.1% 1,003 95.4% 33.1%
修了者 1,618 13.3% 379 11.0% 48 4.6% 12.7%
退学者 341 2.8% 28 0.8% 0 0.0% 0.0%
不明 1 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0.0%
計 12,151 100.0% 3,434 100.0% 1,051 100.0% 30.6%
ＩＤ発行 アクティベーション実施 アンケート回答
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今回の調査システムにおいては、JGRADの登録項目に情報を入力しなくともアンケートに回答で
きるようになっている。アンケート調査の回答者1,051人のうち、JGRAD上にメールアドレスを登録し
ていない者が272人と25.9%を占め、4人に1人はアンケート調査には回答するものの、データベース
に登録を行っていないことが分かった（図表 3.1.3）。 
 
図表 3.1.3 メールアドレス登録状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 アンケート回答者の属性 3.2
アンケート回答者1,051人に関して、アンケート回答結果に付加されるJGRADのID情報にもとづ
き、JGRADに登録されている情報をアンケート結果に連結して集計した。集計に利用したJGRADの
登録情報は、「A. 基本情報」の「性別」、「国籍」、「生年（※年齢に換算 12）」、「B.博士課程在籍
の情報」の「課程別」、「研究分野」、「自大学出身 13」である。これらの項目は、JGRADにおいて必
                                              
12 JGRAD は「生年」が登録項目であるため、集計においては JGRAD に登録されている「生年」の情報から 2015
年 12 月 31 日時点の年齢を算出している。 
13 博士課程（後期）では現在の所属大学と同じ修士課程又は博士課程（前期）を修了した場合、博士課程（一貫）
では現在の所属大学の学部を卒業した場合に「自大学出身」に該当する。 
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須の登録項目であるものの、アンケートに回答した者であっても、データベースに情報を登録してい
ない者がいるため、未入力の者が存在する。また、「博士課程修了の有無」と「入学年度」について
は、各大学より取得したデータを分析に使用した。 
アンケート回答者における博士課程在籍者及び修了者のJGRADに登録されている「性別」をみ
ると、在籍者では「男性」が66.8%（670人）を占め、修了者では「男性」が72.9%（35人）を占める（図
表 3.2.1）。未入力者を除くと、在籍者の男性比率は72.9%、修了者の男性比率は81.4%である。 
 
図表 3.2.1 アンケート回答者の性別 
 
 
 JGRADに性別が登録されている在籍者のアンケート回答率を男女別にみると、回答率はそれぞ
れ約30％となり、性別による大きな違いはみられなかった（図表 3.2.2）。 
 
図表 3.2.2 アンケート回答率（在籍者・性別） 
 
 
人数 比率 (%) 人数 比率 (%)
男性 670 66.8% 35 72.9%
女性 248 24.7% 8 16.7%
未入力 85 8.5% 5 10.4%
計 1,003 100.0% 48 100.0%
在籍者 修了者
男性
670
66.8%
女性
248
24.7%
未入力
85
8.5%
男性
35
72.9%
女性
8
16.7%
未入力
5
10.4%
在籍者
n=1,003
修了者
n=48
29.5%
28.5%
29.9%
70.5%
71.5%
70.1%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
計
(n=3,115)
女性
(n=871)
男性
(n=2,244)
アンケート回答
アンケート未回答
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アンケート回答者における博士課程在籍者及び修了者のJGRADに登録されている「国籍」をみ
ると、在籍者では「日本人」が55.8%（560人）を占め、修了者では「日本人」が72.9%（35人）を占める
（図表 3.2.3）。未入力者を除くと、在籍者の外国人比率は28.5%、修了者の外国人比率は18.6%で
あった。 
 
図表 3.2.3 アンケート回答者の国籍 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
JGRADに国籍が登録されている在籍者のアンケート回答率を国籍別にみると、回答率はそれぞ
れ約30％となり、国籍による大きな違いはみられなかった（図表 3.2.4）。 
 
図表 3.2.4 アンケート回答率（在籍者・国籍別） 
 
 
人数 比率 (%) 人数 比率 (%)
日本人 560 55.8% 35 72.9%
外国人 223 22.2% 8 16.7%
未入力 220 21.9% 5 10.4%
計 1,003 100.0% 48 100.0%
在籍者 修了者
31.3%
30.8%
31.5%
68.7%
69.2%
68.5%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
計
(n=2,501)
外国人
(n=723)
日本人
(n=1,778)
アンケート回答
アンケート未回答
在籍者
n=1,003
修了者
n=48
日本人
560
55.8%
外国人
223
22.2%
未入力
220
21.9%
日本人
35
72.9%
外国人
8
16.7%
未入力
5
10.4%
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アンケート回答者における博士課程在籍者及び修了者の年代をみると、在籍者では「29歳以下」
が62.6%（628人）を占め、次いで「30-34歳」が14.3%（143人）を占める。一方、修了者に占める「29
歳以下」の割合は37.5%（18人）であり、「30-34歳」の割合は33.3%（16人）と同程度であった（図表 
3.2.5）。 
 
図表 3.2.5 アンケート回答者の年代 
 
 
JGRADに生年が登録されている在籍者のアンケート回答率を年代別にみると、「29歳以下」の回
答率は35.0％である一方、「30歳-34歳」は23.2%、「34-39歳」は24.5%、「40歳以上」は22.1%となり、
29歳以下と比べて30歳以上の回答率は低い傾向にあった（図表 3.2.6）。 
 
図表 3.2.6 アンケート回答率（在籍者・年代別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
人数 比率 (%) 人数 比率 (%)
29歳以下 628 62.6% 18 37.5%
30-34歳 143 14.3% 16 33.3%
34-39歳 54 5.4% 2 4.2%
40歳以上 75 7.5% 7 14.6%
未入力・その他 103 10.3% 5 10.4%
計 1,003 100.0% 48 100.0%
在籍者 修了者
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5.4%
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その他
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n=1,003
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69.7%
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アンケート回答者における博士課程在籍者及び修了者のJGRADに登録されている研究分野を
みると、在籍者では「工学」が28.2%（283人）と最も高く、「理学」が15.1%（151人）と次いでいる。修了
者も同様に、「工学」が41.7%（20人）と最も高く、「理学」が22.9%（11人）と次いでいる。工学・理学以
外の分野は、在籍者・修了者ともに全体の5%前後を占める（図表 3.2.7）。 
 
図表 3.2.7 アンケート回答者の研究分野 
 
 
 
 
JGRADに研究分野が登録されている在籍者のアンケート回答率を研究分野別にみると、「人文」
の回答率が50.4%と最も高く、次いで「社会」の回答率が40.8%と人社系の回答率が高かった（図表 
3.2.8）。 
 
 
 
 
 
人数 比率 (%) 人数 比率 (%)
理学 151 15.1% 11 22.9%
工学 283 28.2% 20 41.7%
農学 37 3.7% 2 4.2%
保健 40 4.0% 2 4.2%
人文 65 6.5% 1 2.1%
社会 40 4.0% 1 2.1%
その他 30 3.0% 4 8.3%
未入力 357 35.6% 7 14.6%
計 1,003 100.0% 48 100.0%
在籍者 修了者
理学
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工学
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40
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図表 3.2.8 アンケート回答率（在籍者・研究分野別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
アンケート回答者における在籍者を対象に、JGRADに登録されている研究分野別で女性比率を
みると、全体の女性比率が23.4%であるところ、「人文」が66.2%と最も高く、「その他」が55.2%と次い
でいる。一方、「工学」は女性比率が10.6%と最も低い（図表 3.2.9）。 
 
図表 3.2.9 アンケート回答者の女性比率（在籍者・研究分野別） 
 
注）性別の未入力者を除く 
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アンケート回答者における在籍者を対象に、研究分野別で外国人比率をみると、全体の外国人
比率が22.4%であるところ、「農学」が43.2%と最も高く、「社会」が35.1%、「工学」が27.0%と次いでいる。
一方、「理学」は外国人比率が9.3%と最も低い（図表 3.2.10）。 
 
図表 3.2.10 アンケート回答者の外国人比率（在籍者・研究分野別） 
 
注）国籍の未入力者を除く 
 
アンケート回答者における博士課程在籍者を対象に、JGRADに登録されている出身大学別で
外国人比率をみると、全体の外国人比率が22.4%であるところ、「自大学出身」の外国人比率は
14.9%、「非自大学出身」の外国人比率は39.5%であった（図表 3.2.11）。 
 
図表 3.2.11 アンケート回答者の外国人比率（在籍者・出身大学別） 
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アンケート回答者における博士課程在籍者及び修了者のJGRADに登録されている博士課程の
種別をみると、在籍者では「博士課程（後期）」が61.3%（615人）と最も多くを占め、同じく修了者に
おいても「博士課程（後期）」が83.3%（40人）を占める（図表 3.2.12）。未入力者を除くと、在籍者の
博士課程（後期）の比率は95.2%、修了者は97.6%である。 
 
図表 3.2.12 アンケート回答者の課程別 
 
 
 
今回のアンケート調査では、在籍者の学年を調査項目として設定しなかったため、JGRADの登
録項目である「課程別」において「博士課程（後期）」が選択されているアンケート回答者を抽出し、
同じくJGRADの登録項目である「入学年度」の情報により分類した。結果、博士課程（後期）在籍
者のアンケート回答者の中では、2013年度入学者の割合が31.9%（196人）、2014年度入学者は
28.6%（176人）、2015年度入学者は27.3%（168人）となり、2013年度から2015年度に入学した者は
同程度の比率であった（図表 3.2.13）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
人数 比率 (%) 人数 比率 (%)
博士課程（後期） 615 61.3% 40 83.3%
博士課程（一貫） 31 3.1% 1 2.1%
未入力 357 35.6% 7 14.6%
計 1,003 100.0% 48 100.0%
在籍者 修了者
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図表 3.2.13 アンケート回答者の入学年度 （在籍者・博士課程（後期）） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「課程別」において「博士課程（後期）」が選択されている在籍者のアンケート回答率を入学年度
別にみると、2013年度から2015年度に入学した者の回答率は30%以上であるところ、2012年度以前
に入学した者の回答率は22.9%と顕著に低かった（図表 3.2.14）。 
 
図表 3.2.14 アンケート回答率（在籍者・課程別） 
 
 
アンケート回答者における博士課程在籍者及び修了者のJGRADに登録されている「自大学出
身」をみると、在籍者では該当する者が44.7%（448人）である一方、修了者では該当する者が62.5%
（30人）と修了者に占める自大学出身者の比率が高い（図表 3.2.15）。 
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計 615 100.0%
2015年度
168
27.3%
2014年度
176
28.6%
2013年度
196
31.9%
2012年度以前
75
12.2%
在籍者・博士課程（後期）
n=615
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図表 3.2.15 アンケート回答者の自大学出身の該当の有無 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
JGRADに「自大学出身」の情報が登録されている在籍者のアンケート回答率を自大学出身の該
当の有無別にみると、自大学出身者の回答率が31.4%であるところ、非自大学出身者の回答率は
38.7%と高い（図表 3.2.16）。 
 
図表 3.2.16 アンケート回答率（在籍者・出身大学別） 
 
 
 
 
 
 
人数 比率 (%) 人数 比率 (%)
該当する 448 44.7% 30 62.5%
該当しない 198 19.7% 11 22.9%
未入力 357 35.6% 7 14.6%
計 1,003 100.0% 48 100.0%
在籍者 修了者
33.3%
38.7%
31.4%
66.7%
61.3%
68.6%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
計
(n=1,939)
非自大学出身
(n=512)
自大学出身
(n=1,427)
アンケート回答
アンケート未回答
該当する
448
44.7%
該当しない
198
19.7%
未入力
357 
35.6%
該当する
30
62.5%
該当しない
11
22.9%
未入力
7
14.6%
在籍者
n=1,003
修了者
n=48
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 在籍者・修了者の居住地 3.3
JGRADでは、課程修了後の居住地の情報を「C. 修了後の進路情報」において取得しているが、
登録者の現在の居住地の情報を取得する登録項目を設定していない。そのため、本アンケート調
査において、居住地に関する質問を設けた。結果、アンケート調査に回答した在籍者、修了者の
大半は日本に在住していることが分かった（図表 3.3.1）。 
 
図表 3.3.1 アンケート回答者の居住地（2015年11月1日現在） 
 
 
  
日本に居住する者に関して居住する都道府県について調べたところ、アンケート回答者のうち在
籍者においては、近畿地方に居住する者の割合が46.9%（470人）と最も高かった。一方、修了者に
ついては、関東に居住する者が41.7%（20人）と最も多かった（図表 3.3.2）。 
 
図表 3.3.2 アンケート回答者のうち日本在住者の所在 （2015年11月1日現在） 
 
人数 比率 (%) 人数 比率 (%)
日本 981 97.8% 45 93.8%
日本以外 22 2.2% 3 6.3%
計 1,003 100.0% 48 100.0%
在籍者 修了者
日本
45
93.8%
日本以外
3
6.3%
日本
981
97.8%
日本以外
22
2.2%
在籍者
n=1,003
修了者
n=48
人数 比率 (%) 人数 比率 (%)
北海道 22 2.2% 1 2.1%
東北 84 8.4% 6 12.5%
関東 291 29.0% 20 41.7%
中部 29 2.9% 2 4.2%
近畿 470 46.9% 14 29.2%
中国・四国 15 1.5% 1 2.1%
九州 42 4.2% 2 4.2%
未入力 50 5.0% 2 4.2%
計 1,003 100.0% 48 100.0%
在籍者 修了者
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 在籍者・修了者の博士課程に進学した理由 3.4
JGRADの登録項目は、登録者の属性や課程在籍時の経験及び課程修了後のキャリア情報を
収集するために設計されており、登録者の意識を把握する項目はない。そのため、本アンケート調
査により、登録者のキャリアパス等に対する意識調査を試行的に実施した。 
アンケート回答者の博士課程に進学した理由をみると、在籍者においては「研究課題に対する
興味」を選択した者が最も多く、「専門をさらに深めたい」、「大学の教員や研究者として働きたい」、
「博士号を取得したい」と続く。修了者では、順番の違いはあるものの、在籍者との大きな差異はみ
られなかった（図表 3.4.1、図表 3.4.2）。 
 
図表 3.4.1 博士課程に進学した理由 （在籍者） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 3.4.2 博士課程に進学した理由 （修了者） 
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アンケート回答者のうち、留学生の日本を留学先として選んだ理由をみると、「日本の大学等の
教育、研究が魅力的と思った」を選択した者が114人（60.3%）と最も多く、次いで、「日本社会に興
味があり、日本で生活したかった」を選択した者が73人（38.6%）であった（図表 3.4.3）。 
 
図表 3.4.3 日本を留学先として選んだ理由 （在籍者のうち留学生） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
なお、本質問項目と選択肢は、独立行政法人日本学生支援機構の「平成25年私費外国人留
学生生活実態調査」の質問項目Q4に準じており、私費外国人留学生生活実態調査の結果では、
参考図表1に示すとおり、「日本社会に興味があり、日本で生活したかった」が最も多く、「日本語・
日本文化を勉強したかった」が次いでいる[7]。私費外国人留学生の調査対象には、大学（大学院
を含む。）、短期大学、専修学校（専門課程）、準備教育機関及び日本語教育機関の私費外国人
留学生が含まれる。 
 
参考図表1 日本を留学先として選んだ理由 
 
出典： 「平成25年私費外国人留学生生活実態調査」[7]をもとに、NISTEPが作成  
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 博士課程修了後に希望するキャリア 3.5
 博士課程修了後に居住を希望する国・地域 3.5.1.
JGRAD登録者の博士課程修了後のキャリアに関する意識を調べるため、博士課程修了後に希
望する居住地・キャリア・職種・職業に関する質問項目を設定した。修了者に対しては、現時点で
の希望を調査した。 
まず、アンケート回答者が博士課程修了後に希望する居住地をみると、在籍者の65.2%（654人）
は日本国内の居住を希望しており、日本以外の国・地域に居住を希望する者は13.9%（139人）であ
った。一方、修了者は72.9%（35人）が日本国内の居住を希望しており、日本以外の国・地域居住
を希望する者は12.5%（6人）であった（図表 3.5.1）。なお、在籍者と修了者における外国人比率に
ついては、在籍者の方が外国人比率が高いことに留意されたい（図表 3.2.3参照）。 
 
図表 3.5.1 博士課程修了後に居住を希望する国・地域 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
アンケート回答者のうち在籍者について、国籍別に希望する居住地をみると、日本人の76.8%
（430人）は日本国内の居住を希望しており、日本国内の居住を希望する外国人は35.1%（78人）で
あった。また、日本以外の国・地域に居住を希望する日本人は5.0%（28人）であり、外国人の39.6%
（88人）は日本以外の国・地域に居住を希望していた（図表 3.5.2）。外国人において、日本以外
の国・地域に居住を希望する者は、母国で居住を希望する者と、日本・母国以外の第３国での居
住を希望する者とに分かれる。 
 
 
 
 
 
 
 
日本
654
65.2%
日本以外
139
13.9%
決めて
いない
210
20.9%
在籍者
n=1,003
日本
35
72.9%
日本以外
6
12.5%
決めて
いない
7
14.6%
修了者
n=48
注）修了者は現時点で居住を希望する国・地域 
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図表 3.5.2 博士課程修了後に居住を希望する国・地域 （在籍者・国籍別） 
 
   
博士課程修了後に日本国内に居住を希望する在籍者に対して、居住を希望する都道府県に
ついて調べたところ、アンケート回答者のうち在籍者においては、関東地方に居住を希望する者の
割合が27.7%（181人）と最も高かった。一方、2015年11月1日現在の状況では、近畿地方に居住す
る者が46.2%（302人）と最も多い（図表 3.5.3）。博士課程修了後に現在の居住地からの移住を希
望する者が一定数いることがうかがわれる。 
 
図表 3.5.3 居住者数と博士課程修了後の居住希望者数（在籍者） 
 
注1）博士課程修了後に日本居住を希望する在籍者  
注2）居住は2015年11月1日現在に居住する都道府県の情報をもとに分類  
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日本以外
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35.1%
日本以外
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39.6%
決めて
いない
56
25.2%
在籍者・日本人
n=560
在籍者・外国人
n=223
人数 比率 (%) 人数 比率 (%)
北海道 8 1.2% 7 1.1%
東北 56 8.6% 22 3.4%
関東 207 31.7% 181 27.7%
中部 21 3.2% 19 2.9%
近畿 302 46.2% 144 22.0%
中国・四国 10 1.5% 12 1.8%
九州 26 4.0% 23 3.5%
未入力 24 3.7% 191 29.2%
決めていない NA NA 55 8.4%
計 654 100.0% 654 100.0%
居住 居住希望
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 博士課程修了後に希望するキャリア 3.5.2.
博士課程修了後に希望するキャリアをみると、アンケート回答者のうち在籍者の39.4%（395人）は
「アカデミア」を希望しており、「非アカデミア」を希望する者は19.5%（196人）、「アカデミア・非アカデ
ミア」の両方を希望する者は35.2%（353人）であった。一方、修了者の33.3%（16人）は「アカデミア」
を希望しており、「非アカデミア」を希望する者は25.0%（12人）、「アカデミア・非アカデミアの両方」を
希望する者は33.3%（16人）であった。修了者において「アカデミア・非アカデミアの両方」を希望す
る者が一定数おり、博士課程修了後も両方のキャリアの選択肢を残していることがうかがわれる（図
表 3.5.4）。 
 
図表 3.5.4 博士課程修了後に希望するキャリア 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
アンケート回答者のうち在籍者を対象として、博士課程修了後に希望するキャリアを男女別にみ
ると、男性で「アカデミア」を希望する者は36.1%（242人）であり、女性で「アカデミア」を希望する者
は47.2%（117人）と、本アンケート調査では、男性よりも女性の方が「アカデミア」を希望する者の割
合が11ポイント高い結果が得られた。また、「非アカデミア」を希望する者は男性で21.8%（146人）、
女性で14.5%と（36人）と、女性よりも男性の方が7ポイント高く「非アカデミア」を希望していた（図表 
3.5.5）。 
 
 
 
人数 比率 (%) 人数 比率 (%)
アカデミア 395 39.4% 16 33.3%
非アカデミア 196 19.5% 12 25.0%
アカデミア・非アカデミアの両方 353 35.2% 16 33.3%
分からない 59 5.9% 4 8.3%
計 1,003 100.0% 48 100.0%
在籍者 修了者
アカデミア
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非アカデミア
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19.5%
アカデミア・
非アカデミア
の両方
353
35.2%
分からない
59
5.9%
アカデミア
16
33.3%
非アカデミア
12
25.0%
アカデミア・
非アカデミア
の両方
16
33.3%
分からない
4
8.3%
在籍者
n=1,003
修了者
n=48
注）修了者は現時点で希望するキャリア 
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図表 3.5.5 博士課程修了後に希望するキャリア（在籍者・男女別） 
 
 
アンケート回答者のうち在籍者を対象として、博士課程修了後に希望するキャリアを国籍別にみ
ると、日本人で「アカデミア」を希望する者は36.6%（205人）であり、外国人で「アカデミア」を希望す
る者は46.2%（103人）と、本アンケート調査では、日本人よりも外国人の方が「アカデミア」を希望す
る者の割合が10ポイント高かった。また、「非アカデミア」を希望する者は日本人で24.6%（138人）、
外国人で4.9%と（11人）と、外国人で「非アカデミア」を希望する者の割合が日本人と比べて著しく
低かった（図表 3.5.6）。 
 
図表 3.5.6 博士課程修了後に希望するキャリア（在籍者・国籍別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
人数 比率 (%) 人数 比率 (%)
アカデミア 242 36.1% 117 47.2%
非アカデミア 146 21.8% 36 14.5%
アカデミア・非アカデミアの両方 242 36.1% 83 33.5%
分からない 40 6.0% 12 4.8%
計 670 100.0% 248 100.0%
男性 女性
47.2%
36.1%
14.5%
21.8%
33.5%
36.1%
4.8%
6.0%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
女性
(n=248)
男性
(n=670)
アカデミア
非アカデミア
アカデミア・非アカデミアの両方
分からない
人数 比率 (%) 人数 比率 (%)
アカデミア 205 36.6% 103 46.2%
非アカデミア 138 24.6% 11 4.9%
アカデミア・非アカデミアの両方 181 32.3% 102 45.7%
分からない 36 6.4% 7 3.1%
計 560 100.0% 223 100.0%
日本人 外国人
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アンケート回答者のうち在籍者を対象として、博士課程修了後に希望するキャリアを年代別にみ
ると、30-34歳で「アカデミア」を希望する者は42.0%（60人）、35-39歳で44.4%（24人）と、これらの年
代のアンケート回答者は全体よりも「アカデミア」を希望する者の割合が高かった（図表 3.5.7）。 
 
図表 3.5.7 博士課程修了後に希望するキャリア（在籍者・年代別） 
 
  
 アンケート回答者のうち在籍者を対象として、博士課程修了後に希望するキャリアを分野別にみ
ると、「アカデミア」を希望する者は「社会」で最も高く62.5%であり、次いで「人文」が58.5%であった。
一方、「非アカデミア」を希望する者は「保健」で最も高く25%であり、次いで「理学」が24.5%、「工学」
が24.4%であった（図表 3.5.8）。博士課程修了後に希望するキャリアは分野により異なる傾向がみ
られたが、ただし、JGRADパイロット運用に一部の研究科のみが参加している大学があり、また、分
野によってはアンケート回答者が特定の大学に集中している場合があるため、注意が必要である。 
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人数 比率 (%) 人数 比率 (%) 人数 比率 (%) 人数 比率 (%)
アカデミア 240 38.2% 60 42.0% 24 44.4% 28 37.3%
非アカデミア 122 19.4% 30 21.0% 8 14.8% 18 24.0%
アカデミア・非アカデミアの両方 226 36.0% 47 32.9% 20 37.0% 25 33.3%
分からない 40 6.4% 6 4.2% 2 3.7% 4 5.3%
計 628 100.0% 143 100.0% 54 100.0% 75 100.0%
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図表 3.5.8 博士課程修了後に希望するキャリア（在籍者・分野別） 
 
 
アンケート回答者のうち在籍者を対象として、JGRADの登録項目である「課程別」において「博士
課程（後期）」が選択されているアンケート回答者を抽出した上で、JGRADの登録項目である「入学
年度」の情報に基づき分類した。博士課程修了後に希望するキャリアを入学年度別にみると、「ア
カデミア」を希望する者は、2015年度入学者で34.5%（58人）、2014年度入学者で36.4%（64人）、
2013年度入学者で41.3%（81人）、2012年度以前の入学者で49.3%（37人）と、入学年度からの年数
経過につれて、「アカデミア」を希望する者の割合が高まっている。これは、「アカデミア・非アカデミ
アの両方」と回答した者が、2015年度入学者で44.0%（74人）のところ、2014年度入学者で35.8%（63
人）、2013年度入学者で31.6%（62人）、2012年度以前の入学者で26.7%（20人）と、博士課程入学
からの年数を経るにつれて、博士課程修了後のキャリアを選択している様子がうかがわれる。また、
今回のアンケート結果からは、博士課程入学2年目に「アカデミア・非アカデミア」から「非アカデミア」
に希望を変更した者が多く、博士課程入学3年目に「アカデミア・非アカデミア」から「アカデミア」に
希望が変更した者が多いことが推察される（図表 3.5.9） 
 
図表 3.5.9 博士課程修了後に希望するキャリア（在籍者・入学年度別） 
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(n=37)
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その他
(n=30)
アカデミア 非アカデミア アカデミア・非アカデミアの両方 分からない
人数 比率 (%) 人数 比率 (%) 人数 比率 (%) 人数 比率 (%)
アカデミア 58 34.5% 64 36.4% 81 41.3% 37 49.3%
非アカデミア 24 14.3% 39 22.2% 42 21.4% 14 18.7%
アカデミア・非アカデミアの両方 74 44.0% 63 35.8% 62 31.6% 20 26.7%
分からない 12 7.1% 10 5.7% 11 5.6% 4 5.3%
計 168 100.0% 176 100.0% 196 100.0% 75 100.0%
2015年度 2014年度 2013年度 2012年度以前
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アンケート回答者のうち在籍者を対象として、博士課程修了後に希望するキャリアを出身大学別
にみると、自大学出身で「アカデミア」を希望する者は35.9%（161人）であり、非自大学出身者で「ア
カデミア」を希望する者は47.0%（93人）と、本アンケート調査では、自大学出身者よりも非自大学出
身者の方が「アカデミア」を希望する者の割合が11ポイント高かった。また、「非アカデミア」を希望す
る者は自大学出身者で21.7%（97人）、非自大学出身者で14.6%（29人）と、自大学出身者で「非ア
カデミア」を希望する者の割合が非自大学出身者と比べて高かった（図表 3.5.10）。 
 
図表 3.5.10 博士課程修了後に希望するキャリア（在籍者・出身大学別） 
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アカデミア 非アカデミア アカデミア・非アカデミアの両方 分からない
（入学年度）
人数 比率 (%) 人数 比率 (%)
アカデミア 161 35.9% 93 47.0%
非アカデミア 97 21.7% 29 14.6%
アカデミア・非アカデミアの両方 162 36.2% 65 32.8%
分からない 28 6.3% 11 5.6%
計 448 100.0% 198 100.0%
自大学出身 非自大学出身
47.0%
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注）在籍者のうち博士課程（後期） 
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 博士課程修了後に希望する職種 3.5.3.
博士課程修了後に希望する職種をみると、アンケート回答者のうち在籍者の61.2%（614人）は
「研究開発職」を希望しており、「非研究開発職」を希望する者は5.2%（52人）、「研究開発職・非研
究開発職の両方」を希望する者は26.4%（265人）であった。一方、修了者の75.0%（36人）は「研究
開発職」を希望しており、「研究開発職・非研究開発職の両方」を希望する者は16.7%（8人）、「非
研究開発職」を希望する者はいなかった。在籍者と比べると、修了者において「研究開発職」を希
望する者の割合が高かった（図表 3.5.11）。修了者の現在の職業については後述するが、「民間
企業・団体の研究開発者」、「大学・公的研究機関のポストドクター（短大・高専を含む）」、「大学教
員（短大・高専教員を含む」と答えた者が、回答者全体の4分の3程度を占める（図表 3.9.2）。 
 
図表 3.5.11 博士課程修了後に希望する職種 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
アンケート回答者のうち在籍者を対象として、博士課程修了後に希望する職種を男女別にみる
と、男性で「研究開発職」を希望する者は64.2%（430人）であり、女性で「研究開発職」を希望する
者は55.2%（137人）と、女性よりも男性の方が「研究開発職」を希望する者の割合が9ポイント高い結
果が得られた。また、「非研究開発職」を希望する者は男性で5.5%（37人）、女性で4.4%と（11人）と、
性別による差はあまりみられなかった（図表 3.5.12）。 
 
 
 
人数 比率 (%) 人数 比率 (%)
研究開発職 614 61.2% 36 75.0%
非研究開発職 52 5.2% 0 0.0%
研究開発職・非研究開発職の両方 265 26.4% 8 16.7%
分からない 72 7.2% 4 8.3%
計 1,003 100.0% 48 100.0%
在籍者 修了者
在籍者
n=1,003
修了者
n=48
研究開発職
614
61.2%
非研究開発職
52
5.2%
研究開発職・
非研究開発職
の両方
265
26.4%
分からない
72
7.2%
研究開発職
36
75.0%
研究開発職・
非研究開発職
の両方
8
16.7%
分からない
4
8.3%
注）修了者は現時点で希望する職種 
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図表 3.5.12 博士課程修了後に希望する職種（在籍者・男女別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
アンケート回答者のうち在籍者を対象として、博士課程修了後に希望する職種を国籍別にみる
と、日本人で「研究開発職」を希望する者は63.9%（358人）であり、外国人で「研究開発職」を希望
する者は52.9%（118人）と、外国人よりも日本人の方が「研究開発職」を希望する者の割合が11ポイ
ント高かった。また、「非研究開発職」を希望する者は日本人で７.1%（40人）、外国人で1.8%と（4人）
と、外国人で「非研究開発職」を希望する者の割合が日本人と比べて低かった（図表 3.5.13）。 
 
図表 3.5.13 博士課程修了後に希望する職種（在籍者・国籍別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
人数 比率 (%) 人数 比率 (%)
研究開発職 430 64.2% 137 55.2%
非研究開発職 37 5.5% 11 4.4%
研究開発職・非研究開発職の両方 166 24.8% 76 30.6%
分からない 37 5.5% 24 9.7%
計 670 100.0% 248 100.0%
男性 女性
人数 比率 (%) 人数 比率 (%)
研究開発職 358 63.9% 118 52.9%
非研究開発職 40 7.1% 4 1.8%
研究開発職・非研究開発職の両方 122 21.8% 89 39.9%
分からない 40 7.1% 12 5.4%
計 560 100.0% 223 100.0%
日本人 外国人
55.2%
64.2%
4.4%
5.5%
30.6%
24.8%
9.7%
5.5%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
女性
(n=248)
男性
(n=670) 研究開発職
非研究開発職
研究開発職・非研究開発職の両方
分からない
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アンケート回答者のうち在籍者を対象として、博士課程修了後に希望する職種を年代別にみる
と、40歳以上で「研究開発職」を希望する者が48.0%（36人）と全体に比べて低い以外は、特段の特
徴はみられなかった（図表 3.5.14）。 
 
図表 3.5.14 博士課程修了後に希望する職種（在籍者・年代別） 
 
 
 
アンケート回答者のうち在籍者を対象として、博士課程修了後に希望する職種を分野別にみる
と、「研究開発職」を希望する者は「工学」で最も高く 66.8%であり、「保健」が 65.0%、「農学」が 64.9%、
「理学」で 63.6%と、理工系で高い傾向にあった。一方、「人文」と「社会」において「研究開発職・非
研究開発職の両方」を希望する者の割合が高く、他の分野と比べて修了後の職種を決めかねてい
人数 比率 (%) 人数 比率 (%) 人数 比率 (%) 人数 比率 (%)
研究開発職 403 64.2% 82 57.3% 35 64.8% 36 48.0%
非研究開発職 28 4.5% 8 5.6% 4 7.4% 6 8.0%
研究開発職・非研究開発職の両方 154 24.5% 41 28.7% 13 24.1% 29 38.7%
分からない 43 6.8% 12 8.4% 2 3.7% 4 5.3%
計 628 100.0% 143 100.0% 54 100.0% 75 100.0%
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る状況がうかがわれる。また、「保健」において「非研究開発職」を希望する者の割合が高く、医師・
歯科医師・薬剤師等の職種が該当するものと思われる（図表 3.5.15）。 
 
図表 3.5.15 博士課程修了後に希望する職種（在籍者・分野別） 
 
 
アンケート回答者のうち在籍者を対象として、JGRADの登録項目である「課程別」において「博士
課程（後期）」が選択されているアンケート回答者を抽出し、同じくJGRADの登録項目である「入学
年度」の情報により分類した。その上で、博士課程修了後に希望する職種を入学年度別にみると、
「研究開発職」を希望する者は、2015年度入学者で59.5%（100人）、2014年度入学者で65.3%（115
人）、2013年度入学者で65.3%（128人）、2012年度以前の入学者で56.0%（42人）であり、博士課程
修了後に希望するキャリアの結果（図表 3.5.9）でみられたような、入学年度からの年数経過につ
れて特定の希望する職種の割合が高まる傾向はみられなかった。 
また、「研究開発職・非研究開発職の両方」と回答した者が、2015年度入学者で27.4%（46人）、
2014年度入学者で26.7%（47人）、2013年度入学者で23.0%（45人）と、博士課程入学からの年数を
経るにつれて、職種を選択している様子がうかがわれるが、2012年度以前の入学者では30.7%（23
人）と、「2015年度入学者」より「研究開発職・非研究開発職の両方」を選択した者の割合が高かっ
た（図表 3.5.16） 
 
図表 3.5.16 博士課程修了後に希望する職種（在籍者・入学年度別） 
 
63.6% 66.8% 64.9% 65.0%
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人数 比率 (%) 人数 比率 (%) 人数 比率 (%) 人数 比率 (%)
研究開発職 100 59.5% 115 65.3% 128 65.3% 42 56.0%
非研究開発職 11 6.5% 8 4.5% 10 5.1% 4 5.3%
研究開発職・非研究開発職の両方 46 27.4% 47 26.7% 45 23.0% 23 30.7%
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注）在籍者のうち博士課程（後期） 
 
アンケート回答者のうち在籍者を対象として、博士課程修了後に希望する職種を出身大学別に
みると、自大学出身者で「研究開発職」を希望する者は65.4%（293人）であり、非自大学出身者で
「研究開発職」を希望する者は55.6%（110人）と、非自大学出身者よりも自大学出身者の方が「研
究開発職」を希望する者の割合が10ポイント高かった。これは、非自大学出身者の方が「研究開発
職・非研究開発職の両方」を選択した者の割合が自大学出身者より高いことが影響していると推察
される（図表 3.5.17）。 
 
図表 3.5.17 博士課程修了後に希望する職種（在籍者・出身大学別） 
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（入学年度）
人数 比率 (%) 人数 比率 (%)
研究開発職 293 65.4% 110 55.6%
非研究開発職 25 5.6% 11 5.6%
研究開発職・非研究開発職の両方 102 22.8% 65 32.8%
分からない 28 6.3% 12 6.1%
計 448 100.0% 198 100.0%
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 博士課程修了後に希望するキャリアと職種 3.5.4.
アンケート回答者のうち在籍者を対象として、博士課程修了後に希望するキャリアを希望する職
種別にみたところ、「研究開発職」を希望する者の51.1%（314人）は「アカデミア」を希望しており、
「非アカデミア」を希望する者は19.2%（118人）であった。一方、「非研究開発職」を希望する者の
21.2%（11人）が「アカデミア」を希望するところ、「非アカデミア」を希望する者は65.4%（34人）であっ
た。「アカデミア・非アカデミアの両方」を選択した者は、職種についても「研究開発職・非研究開発
職の両方」を選択した者の割合が最も高く、64.2%（170人）であった（図表 3.5.18）。 
 
図表 3.5.18 博士課程修了後に希望するキャリア・希望する職種別（在籍者） 
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167 5 170 11 353
27.2% 9.6% 64.2% 15.3% 35.2%
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アンケート回答者のうち在籍者を対象として、博士課程修了後に希望する職種を、希望するキャ
リア別にみたところ、「アカデミア」を希望する者の79.5%（314人）は「研究開発職」を希望しており、
「非研究開発職」を希望する者の割合は2.8%（11人）であった。「非アカデミア」を希望する者のうち、
60.2%（118人）は「研究開発職」を希望しており、「非研究開発職」を希望する者は17.3%（34人）で
あった。「アカデミア・非アカデミアの両方」を選択している者であっても、職種については47.3%（167
人）の者が「研究開発職」を希望していた（図表 3.5.19）。 
 
図表 3.5.19 博士課程修了後に希望する職種・希望するキャリア別（在籍者） 
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5.6% 2.0% 3.1% 59.3% 7.2%
395 196 353 59 1,003
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
研究開発職・非研究開
発職の両方
分からない
計
研究開発職
非研究開発職
61.2%
79.5%
60.2%
47.3%
25.4%
5.2%
2.8%
17.3%
1.4%
3.4%
26.4%
12.2% 20.4%
48.2%
11.9%
7.2% 5.6% 2.0% 3.1%
59.3%
0%
20%
40%
60%
80%
100%
計
(n=1,003)
アカデミア
(n=395)
非アカデミア
(n=196)
アカデミア・
非アカデミアの両方
(n=353)
分からない
(n=59)
研究開発職 非研究開発職 研究開発職・非研究開発職の両方 分からない
 36 
 
 博士課程修了後に希望する職業 3.5.5.
アンケート回答者のうち在籍者を対象として、博士課程修了後に就職を希望する職業について
みたところ、アンケート回答者のうち在籍者においては「大学教員（短大・高専教員を含む）」を希望
する者の割合が最も高く53.2%であり、「大学・公的研究機関のポストドクター（短大・高専を含む）」
が48.0%、「民間企業・団体の研究開発者」が45.8%、「公的研究機関の研究開発者（ポストドクター
以外）」が42.4%と続いている。上位4つの職業以外については、就職を希望すると選択した者が2割
以下であった（図表 3.5.20）。また、平均すると１人あたり3.0個の希望する職業を選択していた。 
 
図表 3.5.20 博士課程修了後に就職を希望する職業（在籍者） 
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一方、修了者においては「民間企業・団体の研究開発者」を希望する者の割合が最も高く50.0%
であり、「大学教員（短大・高専教員を含む）」が45.8%、「公的研究機関の研究開発者（ポストドクタ
ー以外）」が41.7%と続いている。また、修了者においては「大学・公的研究機関のポストドクター（短
大・高専を含む）」を希望する者の割合が29.2%と、在籍者の48.0%と比べて約19ポイント低い結果
が得られた（図表 3.5.21）。また、平均すると１人あたり2.7個の希望する職業を選択していた。 
 
図表 3.5.21 現時点で就職を希望する職業（修了者） 
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アンケート回答者のうち在籍者を対象として、博士課程修了後に就職を希望する特定の職業に
ついて研究分野別にみた。「大学・公的研究機関のポストドクター」としての就職を希望する者の割
合は、「保健」で35.0%と低い割合を示した（図表 3.5.22 A）。「大学教員」としての就職を希望する
者の割合は、「理学」が最も低く41.1%である一方、「社会」で85.0%、「人文」で76.9%と、人社系が理
工系と比べて高かった。また、理工系の中では「保健」が65.0%と最も高い割合を示した（図表 
3.5.22 B）。「公的研究機関の研究開発者（ポストドクター以外）」としての就職を希望する者の割
合は、「農学」が62.2%と高い割合を示した（図表  3.5.22 C）。そして、「民間企業・団体の研究開
発者」としての就職を希望する者の割合は、「工学」で60.4%と最も高い値を示しており、一方で、
「人文」は16.9%、「社会」は27.5%という結果となり、研究分野間の意識の差が最も顕著であった（図
表 3.5.22 D）。 
 
図表 3.5.22 博士課程修了後に就職を希望する職業（在籍者・研究分野別） 
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 博士課程プログラムに対する印象 3.6
 博士課程プログラムの満足度 3.6.1.
 アンケート回答者のうち在籍者の博士課程プログラムの満足度をみると、「とても満足している」を
選択した者が39.2%（393人）、「まあ満足している」を選択した者が44.7%（448人）、両者を合計する
と83.8%（841人）となり、8割以上の者が博士課程プログラムに満足していた。また、修了者の博士
課程プログラムの満足度をみると、「とても満足している」と答えた者が35.4%（17人）、「まあ満足して
いる」と答えた者が45.8%（22人）、両者を合計すると81.2%（39人）となり、在籍者と同様に8割以上の
者が博士課程プログラムに満足していた（図表 3.6.1）。 
 
図表 3.6.1 博士課程プログラムの満足度 
 
 
 
アンケート回答者のうち在籍者の博士課程プログラムの満足度を男女別にみると、「とても満足し
ている」を選択した男性が39.4%（264人）、「まあ満足している」を選択した男性が42.5%（285人）、両
者を合計すると81.9%（549人）となり、8割以上の男性が博士課程プログラムに満足していた。また、
女性の博士課程プログラムの満足度をみると、「とても満足している」と答えた者が39.1%（97人）、
「まあ満足している」と答えた者が46.8%（116人）、両者を合計すると85.9%（213人）となり、男性と同
様に8割以上の者が博士課程プログラムに満足していた（図表 3.6.2）。 
 
 
人数 比率 (%) 人数 比率 (%)
とても満足している 393 39.2% 17 35.4%
まあ満足している 448 44.7% 22 45.8%
どちらともいえない 110 11.0% 5 10.4%
あまり満足していない 37 3.7% 2 4.2%
全く満足していない 7 0.7% 0 0.0%
分からない 8 0.8% 2 4.2%
計 1,003 100.0% 48 100.0%
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図表 3.6.2 博士課程プログラムの満足度（在籍者・男女別） 
 
 
 
アンケート回答者のうち在籍者の博士課程プログラムの満足度を国籍別にみると、「とても満足し
ている」を選択した日本人が34.5%（193人）、「まあ満足している」を選択した日本人が45.7%（256
人）、両者を合計すると80.2%（449人）となり、8割以上の日本人が博士課程プログラムに満足してい
た。また、外国人の博士課程プログラムの満足度をみると、「とても満足している」と答えた者が52.5%
（117人）、「まあ満足している」と答えた者が36.8%（82人）、両者を合計すると89.2%（199人）となり、9
割程度の外国人が博士課程プログラムに満足していた（図表 3.6.3）。 
 
図表 3.6.3 博士課程プログラムの満足度（在籍者・国籍別） 
 
 
人数 比率 (%) 人数 比率 (%)
とても満足している 264 39.4% 97 39.1%
まあ満足している 285 42.5% 116 46.8%
どちらともいえない 80 11.9% 27 10.9%
あまり満足していない 29 4.3% 6 2.4%
全く満足していない 6 0.9% 0 0.0%
分からない 6 0.9% 2 0.8%
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計 560 100.0% 223 100.0%
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アンケート回答者のうち在籍者を対象として、博士課程プログラムの満足度を研究分野別にみる
と、「とても満足している」あるいは「まあ満足している」と答えた者の割合は、「その他」で最も高く
90.0%であり、「工学」が87.3%、「社会」が85.0%と続いている（図表 3.6.4）。 
 
図表 3.6.4 博士課程プログラムの満足度（在籍者・研究分野別） 
 
アンケート回答者のうち在籍者を対象として、JGRADの登録項目である「課程別」において「博士
課程（後期）」が選択されているアンケート回答者を抽出した上で、JGRADの登録項目である「入学
年度」の情報により分類した。博士課程プログラムを入学年度別にみると、「とても満足している」あ
るいは「まあ満足している」を選択した者の合計の割合が、2015年度の86.9%（146人）、2014年度入
学者で85.8%（151人）、2013年度入学者で83.2%（163人）、2012年度以前の入学者で77.3%（58人）
であり、入学年度からの年数経過につれて博士課程プログラムに満足している者の割合が低下す
る傾向がみられた（図表 3.6.5）。 
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図表 3.6.5 博士課程プログラムの満足度（在籍者・入学年度別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
アンケート回答者のうち在籍者を対象として、博士課程プログラムの満足度を出身大学別にみる
と、「とても満足している」を選択した自大学出身者が33.9%（152人）、「まあ満足している」を選択し
た自大学出身者が48.9%（219人）、両者を合計すると82.8%（371人）となり、8割以上の自大学出身
者が博士課程プログラムに満足していた。また、非自大学出身者の博士課程プログラムの満足度
をみると、「とても満足している」と答えた者が49.5%（98人）、「まあ満足している」と答えた者が35.9%
（71人）、両者を合計すると85.4%（169人）となり、自大学出身者と同様に8割以上の者が博士課程
プログラムに満足していた（図表 3.6.6）。 
 
図表 3.6.6 博士課程の満足度（在籍者・出身大学別） 
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とても満足している 70 41.7% 63 35.8% 80 40.8% 29 38.7%
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どちらともいえない 14 8.3% 19 10.8% 20 10.2% 11 14.7%
あまり満足していない 5 3.0% 6 3.4% 7 3.6% 5 6.7%
全く満足していない 2 1.2% 0 0.0% 1 0.5% 1 1.3%
分からない 1 0.6% 0 0.0% 5 2.6% 0 0.0%
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 博士課程プログラムの印象 3.6.2.
アンケート回答者のうち在籍者を対象として、博士課程プログラムの印象をみた。設定した10項
目のうち、「教員の研究指導の質」を「とても良い」あるいは「まあ良い」を選択した者が85.5%であり、
「教員と大学院生の関係性」は85.2%、「研究スペースや設備」は81.4%と、研究環境について良いと
感じている傾向がみられた。一方で、「キャリア開発支援や進路指導の質」を「とても良い」あるいは
「まあ良い」と選択した者は42.6%、「経済的支援の額」は52.0%、「分野をこえて協働する機会」は
45.7%、「グローバル化の度合い」は57.4%と良いと答えた者の割合は6割未満であり、研究以外の大
学等によるサポート体制や外部との連携・ネットワーク展開について、一定の課題があることが推察
される（図表 3.6.7）。 
 
図表 3.6.7 博士課程プログラムの印象（在籍者） 
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アンケート回答者のうち修了者を対象として、博士課程プログラムの印象をみた。設定した10項
目のうち、「教員と大学院生の関係性」を「とても良い」あるいは「まあ良い」を選択した者が81.3%で
あり、「研究スペースや設備」は79.2%と、これらの2項目に関しては、在学生と同じく良い印象がもた
れていた。また、「キャリア開発支援や進路指導の質」を「とても良い」あるいは「まあ良い」と選択した
者は45.8%、「経済的支援の額」は50.0%と他の項目に比べて低く、在籍者のこれらの項目に対する
印象との差異はあまりなかった。一方で、「教員の研究指導の質」を「とても良い」あるいは「まあ良い」
と選択した者は70.8%、「分野をこえて協働する機会」は33.3%、「学生の共同体意識」は43.8%となっ
ており、在籍者による印象と比べると修了者において低い傾向にあった（図表 3.6.8）。 
 
図表 3.6.8 博士課程プログラムの印象（修了者） 
 
 
 博士課程在籍者や修了者の博士課程プログラムに対する印象を左右する要因について、本アン
ケート調査結果のみからでは分からない点が多いため、より深く考察するためには、在籍者や修了
者を対象としたインタビュー調査等を平行して実施することが有効であると考える。 
   
 博士課程プログラムの印象に関して、在籍者と修了生との間で差がみられた3項目についての学
年別の傾向をみるため、アンケート回答者のうち在籍者を対象として、JGRADの登録項目である
「課程別」において「博士課程（後期）」が選択されているアンケート回答者を抽出した上で、JGRAD
の登録項目である「入学年度」の情報により分類した。その結果、今回のアンケート調査では、「学
生の共同体意識」、「教員の研究指導の質」、「分野をこえて協働する機会」に関して、2015年度入
学者が最も良い印象を受けていることが分かった（図表 3.6.9）。 
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図表 3.6.9 博士課程プログラムの印象（入学年度別） 
 
 
 指導教員に対するキャリアの相談 3.6.3.
博士課程在籍中における指導教員に対するキャリアの相談の有無をみると、アンケート回答者
のうち在籍者の54.1%（543人）は指導教員に対してキャリアの相談をしており、33.8%（339人）はキャ
リアの相談をしていなかった。一方、修了者の64.6%（31人）は指導教員に対してキャリアの相談をし
ており、22.9%(11人)はキャリアの相談をしていなかった（図表 3.6.10）。 
 
図表 3.6.10 指導教員に対するキャリア相談の有無 
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アンケート回答者のうち在籍者を対象として、JGRADの登録項目である「課程別」において「博士
課程（後期）」が選択されているアンケート回答者を抽出した上で、JGRADの登録項目である「入学
年度」の情報により分類した。博士課程在籍中における指導教員に対するキャリア相談の有無を
入学年度別にみると、キャリアの相談をした者の割合は、2015年度入学者で48.8%（82人）、2014年
度入学者で52.3%（92人）、2013年度入学者で64.8%（127人）、2012年度以前の入学者で62.7%（47
人）となっており、博士課程（後期）入学から3年目以降になると、指導教員に対してキャリアの相談
をした者の割合が高まることが分かった（図表 3.6.11）。 
 
図表 3.6.11 指導教員に対するキャリア相談の有無（在籍者・入学年度別） 
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博士課程在籍中におけるキャリア構築に関する指導教員の関与の度合いを把握するため、米
国のマサチューセッツ工科大学  (MIT)が博士課程修了者に対して定期的に実施している
「Doctoral Student Exit Survey」の質問票[8]を参考に、アカデミアと非アカデミアにおけるキャリア
構築に対して、それぞれ指導教員より適切なアドバイスが得られたかどうかをたずねる設問を設置し
た。その上で、アンケート回答者の在籍者と修了者のうち、指導教員に対してキャリア相談をしたこ
とのあると回答した者を抽出し、傾向をみた。 
結果、アカデミアでのキャリア構築について適切なアドバイスをくれたことに「強く同意する」あるい
は「ほぼ同意する」を選択した者の割合は、在籍者で72.6%（394人）、修了者で80.6%（25人）であっ
た。一方、非アカデミアでのキャリア構築について適切なアドバイスをくれたことに「強く同意する」あ
るいは「ほぼ同意する」を選択した者の割合は、在籍者で49.5%（269人）、修了者で54.8%（17人）で
あった。アカデミアでの結果と比較すると、非アカデミアでのキャリア構築について指導教員より適
切なアドバイスを得られたことに同意する者の割合が低いことが分かった（図表 3.6.12）。 
 
図表 3.6.12 指導教員によるキャリア構築のアドバイス 
 
注）キャリア構築について適切なアドバイスをくれたことに対する同意の度合いをたずねている 
 
博士課程修了後のキャリアについての不安をみると、アンケート回答者のうち在籍者の26.4%
（265人）は不安を感じることに「強く同意する」と回答しており、「ほぼ同意する」と回答した者は
22.5%（226人）と、約半数の在籍者が不安を感じていた。一方、アンケート回答者のうち修了者の
20.8%（10人）は不安を感じることに「強く同意する」と回答しており、「ほぼ同意する」と回答した者は
10.4%（5人）と、不安を感じている修了者は約3割であった。在籍者の方が修了者よりも博士課程修
了後のキャリアについて不安に感じる者の割合が高かった（図表 3.6.13）。 
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図表 3.6.13 博士課程修了後のキャリアについての不安 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注）修了者に対しては現時点でのキャリアについての不安をたずねている 
 
アンケート回答者のうち在籍者を対象として、JGRADの登録項目である「課程別」において「博士
課程（後期）」が選択されているアンケート回答者を抽出した上で、JGRADの登録項目である「入学
年度」の情報により分類した。博士課程修了後のキャリアについての不安を入学年度別にみると、
2013年度から2015年度入学者については、不安を感じることに「強く同意する」と回答した者が同
程度で推移していた。一方、2012年度以前の入学者については、博士課程修了後のキャリアにつ
いて不安を感じることに「強く同意する」と回答した者の割合が32.0%（24人）と、2013年度以降の入
学者と比べて不安を感じている者の割合が高い傾向にあった（図表 3.6.14）。 
 
図表 3.6.14 博士課程修了後のキャリアについての不安（在籍者・入学年度別） 
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 アンケート回答者のうち在籍者を対象として、博士課程修了後のキャリアについての不安と博士
課程プログラムの満足度との関連性をみたところ、キャリアについての不安の度合いが弱い者ほど、
博士課程プログラムに「とても満足している」と答える傾向にあることが分かった（図表 3.6.15）。 
 
図表 3.6.15 修了後のキャリアについての不安と博士課程プログラムの満足度（在籍者） 
 
 
 
 博士号の学位取得 3.6.4.
アンケート回答者のうち在籍者を対象として、標準年限以内での博士号の学位取得の見込みに
ついてみたところ、標準年限以内に学位を取得できることに「強く同意する」あるいは「ほぼ同意する」
と答えた者の割合は46.7%（468人）と、アンケート回答者全体の半数程度を占めていた（図表 
3.6.16）。 
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図表 3.6.16 標準年限以内での博士号の学位取得の見込み（在籍者） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
アンケート回答者のうち在籍者を対象として、標準年限以内での博士号の学位取得の見込みに
ついて学年別にみたところ、標準年限以内に学位を取得できることに「強く同意する」あるいは「ほ
ぼ同意する」と答えた者の割合は、2015年度入学者で44.6%（75人）、2014年度入学者で51.7%（91
人）、2013年度入学者で55.1%（108人）となっていた。また、「どちらともいえない」と答えた者の割合
は、2015年度入学者で26.8%（45人）、2014年度入学者で21.6%（38人）、2013年度入学者で10.2%
（20人）となっており、入学当初は博士号の学位取得が不明瞭なものの、年数が経るにつれて明瞭
になっている状況がうかがわれる（図表 3.6.17）。 
 
図表 3.6.17 標準年限以内での博士号の学位取得の見込み（在籍者・入学年度別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
人数 比率 (%) 人数 比率 (%) 人数 比率 (%) 人数 比率 (%)
強く同意する 28 16.7% 35 19.9% 61 31.1% 4 5.3%
ほぼ同意する 47 28.0% 56 31.8% 47 24.0% 1 1.3%
どちらともいえない 45 26.8% 38 21.6% 20 10.2% 7 9.3%
あまり同意しない 12 7.1% 13 7.4% 21 10.7% 8 10.7%
全く同意しない 13 7.7% 12 6.8% 24 12.2% 39 52.0%
分からない 8 4.8% 6 3.4% 6 3.1% 6 8.0%
未入力 15 8.9% 16 9.1% 17 8.7% 10 13.3%
計 168 100.0% 176 100.0% 196 100.0% 75 100.0%
2015年度 2014年度 2013年度 2012年度以前
208
20.7%
260
25.9%
164
16.4%
83
8.3%
138
13.8%
49
4.9% 101 
10.1% 強く同意する
ほぼ同意する
どちらともいえない
あまり同意しない
全く同意しない
分からない
未入力
在籍者
n=1,003
人数 比率 (%)
強く同意する 208 20.7%
ほぼ同意する 260 25.9%
どちらともいえない 164 16.4%
あまり同意しない 83 8.3%
全く同意しない 138 13.8%
分からない 49 4.9%
未入力 101 10.1%
計 1,003 100.0%
16.7% 19.9%
31.1%
5.3%
28.0%
31.8%
24.0%
1.3%
26.8%
21.6% 10.2%
9.3%
7.1% 7.4%
10.7%
10.7%
7.7% 6.8% 12.2%
52.0%
4.8% 3.4% 3.1%
8.0%
8.9% 9.1% 8.7% 13.3%
0%
20%
40%
60%
80%
100%
2015年度
(n=168)
2014年度
(n=176)
2013年度
(n=196)
2012年度
以前
(n=75)
未入力
分からない
全く同意しない
あまり同意しない
どちらともいえない
ほぼ同意する
強く同意する
 51 
 
アンケート回答者のうち在籍者を対象として、標準年限以内での博士号の学位取得の見込みに
ついて研究分野別にみたところ、標準年限以内に学位を取得できることに「強く同意する」あるいは
「ほぼ同意する」と答えた者の割合は、「保健」で最も高く62.5%であり、「農学」が62.2%と次いでいる。
一方、「人文」は12.3%、「社会」は25.0%となっており、標準年限以内に学位を取得できる見込みを
感じている者の割合が理工系の在籍者よりも低かった（図表 3.6.18）。 
 
図表 3.6.18 標準年限以内での博士号の学位取得の見込み（在籍者・研究分野別） 
 
 
アンケート回答者のうち在籍者を対象として、博士号の学位取得の見込みと博士課程プログラム
の満足度についての関連性をみたところ、学位取得の見込みが高いと答えた者ほど、博士課程プ
ログラムの満足度が高い傾向がみられた（図表 3.6.19）。 
 
図表 3.6.19 学位取得の見込みと博士課程プログラムの満足度（在籍者） 
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アンケート回答者のうち在籍者を対象として、博士号の学位取得の見込みと博士課程修了後の
キャリアについての不安との関連性をみたところ、学位取得の見込みが低いと答えた者ほど、博士
課程修了後のキャリアについて強い不安を感じている傾向がみられた（図表 3.6.20）。 
 
図表 3.6.20 学位取得の見込みとキャリアについての不安（在籍者） 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
アンケート回答者のうち修了者を対象として、標準年限以内での博士号の学位取得についてみ
たところ、標準年限以内で学位を取得した者は45.8%（22人）と全体の半数程度であった（図表 
3.6.21）。 
 
図表 3.6.21 標準年限以内での博士号の学位取得（修了者） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
アンケート回答者のうち在籍者を対象として、標準年限以内の博士号の学位取得の有無と博士
課程プログラムの満足度についての関連性をみたところ、自身の博士課程プログラムについて「とて
も満足している」を選択した者の割合は、標準年限以内で博士号の学位を取得した者は31.8%、学
位を取得していない者で37.5%であり、標準年限以内で学位を取得していない者の方が高かった。
「とても満足している」あるいは「まあ満足している」を選択した者の割合は、標準年限以内に学位を
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取得した者の方が高かった（図表 3.6.22）。 
 
図表 3.6.22 標準年限以内での博士号の学位取得と博士課程プログラムの満足度（修了者） 
 
 
 博士課程在籍中の経験 3.7
 博士課程在籍中に身につけたい能力 3.7.1.
アンケート回答者のうち在籍者に対して、「博士課程在籍中に身につけたい能力」として16項目を
設定してたずねたところ、「研究遂行能力」を選んだ者が最も多く、「専門知識・専門能力」、「論理
的思考力」の順で多く選択されていた。修了者に対しては、「博士課程在籍中に身につけたかった
能力」をたずねたところ、「研究遂行能力」、「専門知識・専門能力」、「論理的思考力」の順で多く
選択されており、能力に対する意識について、在籍者と修了者との大きな違いはみられなかった
（図表 3.7.1、図表 3.7.2）。 
 
図表 3.7.1 博士課程在籍中に身につけたい能力（在籍者） 
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図表 3.7.2 博士課程在籍中に身につけたかった能力（修了者） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 博士課程在籍中の経済的支援 3.7.2.
アンケート回答者のうち在籍者に対して、博士課程を継続するために利用した給付型資金につ
いて調べたところ、「TA/RA」を利用している者が最も多く、47.1%（472人）であった。「授業料減免
措置」が34.8%（349人）、「日本学術振興会特別研究員」が26.0%（261人）、「国費留学生」が11.4%
（114人）であり、「博士課程教育リーディングプログラム」には6.0%（60人）の者が該当していた。また、
「給付型資金なし」と回答した者は16.4%（164人）であった。アンケート回答者のうち修了者の給付
型研究資金をみると、在籍者と同様に「TA/RA」を利用していた者が41.7%（20人）、「日本学術振
興会特別研究員」が31.3%（15人）、「給付型資金なし」が20.8%（10人）であった（図表 3.7.3）。 
 
図表 3.7.3 給付型資金の受給状況 
 
人数 比率 (%) 人数 比率 (%)
給付型資金なし 164 16.4% 10 20.8%
博士課程教育リーディングプログラム 60 6.0% 1 2.1%
グローバルアントレプレナー育成促進事業 4 0.4% 0 0.0%
日本学術振興会特別研究員 261 26.0% 15 31.3%
国費留学生 114 11.4% 4 8.3%
授業料減免措置 349 34.8% 9 18.8%
TA /RA 472 47.1% 20 41.7%
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注）複数回答  
 
アンケート回答者のうち在籍者に対して、2014年11月1日～2015年10月31日までの給付型資金
の額をたずねたところ、「100-200万円未満」を選択した者の割合が21.8%（219人）と最も高く、
「1-50万円未満」を選択した者の割合が18.9%（190人）と次いでいる。修了者をみてみると、「なし」
と答えた者の割合が18.8%（9人）と最も高く、「1-50万円未満」と「200-300万円未満」を選択した者
の割合が14.6%（7人）と次いでいる（図表 3.7.4）。 
 
図表 3.7.4 給付型資金の額 
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在籍者
n=1,003
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人数 比率 (%) 人数 比率 (%)
なし 158 15.8% 9 18.8%
1-50万円未満 190 18.9% 7 14.6%
50-100万円未満 132 13.2% 6 12.5%
100-200万円未満 219 21.8% 6 12.5%
200-300万円未満 150 15.0% 7 14.6%
300万以上 6 0.6% 2 4.2%
未入力 148 14.8% 11 22.9%
計 1,003 100.0% 48 100.0%
在籍者 修了者
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 博士課程在籍中のインターンシップ経験 3.7.3.
 アンケート回答者のうち在籍者と修了者に対して、博士課程在籍中の民間企業・団体におけるイ
ンターンシップの経験についてたずねたところ、インターンシップの経験がある者の割合は在籍者で
9.6%（96人）、修了者で14.6%（7人）であった（図表 3.7.5）。 
 
図表 3.7.5 インターンシップの経験 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
アンケート回答者の在籍者のうち、インターンシップの経験がある者に対して、インターンシップの
期間を調べたところ、「1ヶ月以上3ヶ月未満」が最も多く22.9%（22人）を占めていた（図表 3.7.6）。 
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図表 3.7.6 インターンシップの期間（在籍者・経験有） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
アンケート回答者の在籍者のうち、インターンシップの経験がある者に対して、インターンシップ
受け入れ企業の業種をたずねたところ、製造業が最も多く32.3%（31人）を占めていた（図表 
3.7.7）。 
 
図表 3.7.7 インターンシップ受け入れ企業の業種（在籍者・経験有） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
アンケート回答者の在籍者のうち、インターンシップの経験がある者に対して、インターンシップの
受け入れ企業と自身の研究分野との関連性をたずねたところ、「とても関連する」と答えた者が最も
多く49.0%（47人）であり、「やや関連する」と合わせると4分の3程度を占める（図表 3.7.8）。 
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図表 3.7.8 受け入れ先企業と自身の研究分野との関連性（在籍者・経験有） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
インターンシップ経験の有無と博士課程修了後のキャリアの意識に関連性があるか調べたところ、
インターンシップ経験が有る者の方が、博士課程修了後のキャリアパスとして「非アカデミア」を希望
する者の割合が高く（図表 3.7.9A）、「非研究開発職」を希望する者の割合も同様に高かった（図
表 3.7.9B）。 
 
図表 3.7.9 インターンシップ経験と博士課程修了後のキャリア・職種についての希望（在籍者） 
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計 96 100.0%
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 59 
 
 博士課程在籍中の民間企業との共同研究経験 3.7.4.
アンケート回答者のうち在籍者と修了者に対して、博士課程在籍中の民間企業との共同研究の
経験についてたずねたところ、共同研究の経験がある者の割合は在籍者で21.6%（217人）、修了者
で41.7%（20人）であった（図表 3.7.10）。 
 
図表 3.7.10 民間企業との共同研究の経験 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
アンケート回答者の在籍者のうち、共同研究の経験がある者に対して、共同研究先の民間企業
の業種をたずねたところ、「製造業」が最も多く60.2%（151人）を占めており、「医療・福祉」が8.0%
（20人）、「情報通信業」が6.4%（16人）と次いでいる。製造業の中では、「化学工業、石油・石炭製
品製造業」が13.1%（33人）、「電子部品・デバイス・電子回路製造業」が10.8%（27人）、「輸送用機
械器具製造業」及び「その他の製造業」が9.2%（23人）となっている（図表 3.7.11）。 
 
図表 3.7.11 共同研究先の民間企業の業種（在籍者・経験有） 
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アンケート回答者の在籍者のうち、共同研究の経験がある者に対して、共同研究先の企業と自
身の研究分野との関連性をたずねたところ、「とても関連する」と答えた者が最も多く61.3%（133人）
であり、「やや関連する」と合わせると約9割を占める（図表 3.7.12）。 
 
図表 3.7.12 共同研究先企業と自身の研究分野との関連性（在籍者・経験有） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
共同研究経験の有無と博士課程修了後のキャリアの意識に関連性があるか調べたところ、共同
研究経験が有る者の方が、博士課程修了後のキャリアパスとして「非アカデミア」を希望する者が高
かった（図表 3.7.13A）。一方、博士課程修了後に希望する職種については共同研究経験の有無
による大きな違いはみられなかった（図表 3.7.13B）。 
 
図表 3.7.13 共同研究経験と博士課程修了後のキャリア・職種についての希望（在籍者） 
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 社会人学生の状況 3.8
アンケート回答者の在籍者のうち、社会人学生を対象とした設問により、収入をともなう仕事の状
況（2015年11月1日現在）の回答状況をみたところ、「おもに仕事」を選択した者が65.2%（107人）を
占めていた（図表 3.8.1）。 
 
図表 3.8.1 収入を伴う仕事の状況（2015年11月1日現在） 
 
 
このうち、「おもに仕事」、「通学のかたわらに仕事」、「家事のかたわらに仕事」、「仕事を休んでい
る」を選択した者の2015年11月1日現在の職業をみたところ、「民間企業・団体の研究開発者」が最
も多く35.0%（50人）であり、「民間企業・団体の研究開発者以外の職」が16.1%（23人）、「大学教員
（短大・高専教員を含む）」が14.7%（21人）で続いている（図表 3.8.2）。 
 
図表 3.8.2 社会人学生の職業（2015年11月1日時点） 
 
 
「おもに仕事」、「通学のかたわらに仕事」、「家事のかたわらに仕事」、「仕事を休んでいる」を選択
した者の現在の仕事と博士課程プログラムとの関連性をみたところ、現在の仕事と博士課程プログ
ラムとが「とても関連する」あるいは「やや関連する」と答えた者が90.2%（129人）と9割以上を占めて
いた（図表 3.8.3）。 
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幼稚園・養護学校・小学校・中学校・高等学校の教員
医師、歯科医師、獣医師、薬剤師
国家公務員、地方公務員
その他
未入力
 62 
 
図表 3.8.3 社会人学生の現在の仕事と博士課程プログラムとの関連性 
 
「おもに仕事」、「通学のかたわらに仕事」、「家事のかたわらに仕事」、「仕事を休んでいる」を選
択した者の年間収入をみると、「500-800万円未満」と答えた者の割合が30.1%（43人）と最も高かっ
た（図表 3.8.4）。 
 
図表 3.8.4 社会人学生の年間収入（2014年11月1日～2015年10月31日まで） 
 
 
 修了者の状況 3.9
アンケート回答者のうち修了者を対象として、収入をともなう仕事の状況（2015年11月1日現在）
の回答状況をみたところ、「おもに仕事」を選択した者が47.9%（23人）であり、次いで「未入力」が
37.5%（18人）と割合が高かった（図表 3.9.1）。 
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とても関連する
やや関連する
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300万円未満
300-500万円未満
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未入力
社会人学生
n=143
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図表 3.9.1 修了者の現在の仕事の状況（2015年11月1日現在） 
 
 
このうち、「おもに仕事」、「通学のかたわらに仕事」と回答した修了者についての2015年11月1日
現在の職業をみると、「民間企業・団体の研究開発者」と答えた者の割合が最も高く36.0%（9人）で
あった（図表 3.9.2）。 
 
図表 3.9.2 修了者の職業（2015年11月1日現在） 
 
 
同様に、「おもに仕事」、「通学のかたわらに仕事」と回答した修了者の現在の仕事と博士課程プ
ログラムとの関連性をみたところ、現在の仕事と博士課程プログラムとが「とても関連する」あるいは
「やや関連する」と答えた者が88.0%（22人）と約9割を占めていた（図表 3.9.3）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
人数 比率 (%)
おもに仕事 23 47.9%
通学のかたわらに仕事 2 4.2%
家事などのかたわらに仕事 0 0.0%
仕事を休んでいる 1 2.1%
仕事を探している 2 4.2%
通学 2 4.2%
家事など 0 0.0%
その他（高齢者など） 0 0.0%
未入力 18 37.5%
計 48 100.0%
9
36.0%
5
20.0%
5
20.0%
5
20.0%
1
4.0%
民間企業・団体の研究開発者
大学・公的研究機関のポストドクター（短大・高専を含む）
大学教員（短大・高専教員を含む）
その他
未入力
修了者
n=25
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図表 3.9.3 修了者の仕事と博士課程プログラムとの関連性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
続いて、「おもに仕事」、「通学のかたわらに仕事」と回答した修了者の現在の仕事の状況として、
労働時間と雇用形態についてみると、労働時間が「週30時間以上」の者が84.0%（21人）を占めて
おり、仕事をしていると答えた修了者の8割以上はフルタイムで働いていることが分かる（図表 
3.9.4A）。また、雇用形態の比率は「任期無」が56.0%（14人）、「任期有」が36.0%（9人）であり、「任
期無」と答えた者の方が多かった（図表 3.9.4B）。 
 
図表 3.9.4 修了者の仕事の状況（2015年11月1日現在） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
さらに、「おもに仕事」、「通学のかたわらに仕事」と回答した修了者の年間収入（2014年11月1日
～2015年10月31日まで）をみると、「300-500万円未満」と答えた者の割合が32.0%（8人）と最も高か
った。NISTEPによる2012年度博士課程修了者を調査対象とした「博士人材追跡調査」においても、
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修了者の労働所得について300-500万円の所得層が最も多いという結果が得られており[5]、今回
のアンケート調査はサンプル数が少ないものの、同様の傾向がみられた（図表 3.9.5）。 
 
図表 3.9.5 修了者の年間収入（2014年11月1日～2015年10月31日まで） 
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  考察 第4章
 JGRADによるアンケート調査の回収率 4.1
今回のアンケート調査の調査対象者は、JGRAD上でアクティベーションを実施していた3,434人
であり、回答者数1,051人、回収率は30.6%であった。また、JGRADに登録されている博士課程修了
の有無別の回収率をみると、在籍者の回収率は33.1%、修了者は12.7%であり、修了者のアンケート
回収率は低かった（図表 3.1.2）。 
JGRADによる調査の周知にあたり、JGRADに設置されている掲示板への投稿により、JGRADに
登録されている全登録者のメールアドレス宛に通知することで、調査の回答依頼を実施した。在籍
者については、大学に在籍中のため協力大学からのコンタクトが可能であり、JGRADからの通知に
加えて協力大学の協力を得て調査の周知が実施できる一方で、修了者については、JGRADを通
じたメール通知に限られる。 
今回のアンケート調査対象者であるアクティベーション実施者のメールアドレス登録率を在籍者
と修了者に分けてみたところ、在籍者のメールアドレス登録率は76.0%、修了者は84.8%であった（図
表 4.1.1A）。同様に、アンケート回答者におけるメールアドレス登録率を在籍者と修了者に分けて
みたところ、在籍者のアンケート回答者のメールアドレス登録率は73.4%、修了者は89.6%となってい
た（図表 4.1.1B）。両者ともに、修了者の方がメールアドレスを登録している者の割合が高かった。 
 
図表 4.1.1 メールアドレス登録率 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
これらの結果を受け、特に修了者についてはJGRADに登録されたメールアドレスを用いたコンタ
クトが調査の周知方法として重要であることから、2015年度のJGRADのシステム改修により、アクテ
ィベーション時に入力されるメールアドレスをデータベースの登録情報として保持するように改善し
た。そのため、今後のアンケート調査の回収率の向上が期待される。 
A. アクティベーション実施 B. アンケート回答 
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 JGRADにおける登録項目のデータの質の向上 4.2
今回のアンケート調査結果を分析するにあたり、調査対象者の属性の情報についてはJGRADの
登録情報を用いた。2015年度よりパイロット運用に参加している京都大学は、JGRAD登録項目のう
ち、全登録者の「性別」、一部の登録者の「生年月」と「国籍」の情報をシステムに一括でインポート
している。そのため、アンケート回答者におけるこれらの項目の未入力者の割合は他の項目に比べ
て低いことが分かる(図表 4.2.1)。今後、アンケートの集計結果をより精緻なものとするために、登録
項目によっては、大学によるデータインポートの拡大策が有効であると考えられる。 
 
図表 4.2.1 アンケート回答者のJGRAD登録項目の入力率 
 
 
 
JGRADにおいて、「性別」、「国籍」、「生年月」の登録項目は「A.基本情報」に設置されており、
「研究分野」、「課程別」、「出身大学」の登録項目は「B.課程在籍時の情報」に設置されている（図
表 4.2.1）。2015年度のJGRADのシステム改修により、登録者が「A.基本情報」を入力した後に「B.
課程在籍時の情報」に強制的に遷移するように改善したため、今後、「B.課程在籍時の情報」の登
録項目の充足率の向上が期待される。 
今回の調査システムにおいては、JGRADの登録項目に情報を入力しなくともアンケートに回答で
きるようになっており、4人に1人はアンケート調査には回答するものの、データベースに登録を行わ
ないことが分かった（図表 3.1.3）。そのため、JGRADの登録項目に情報が入力されたことを確認し
てからアンケートに回答可能な仕組みとするなど、システム改修による改善を検討したい。 
また、JGRADの「B.課程在籍時の情報」には、「社会人経験」の登録項目が設置されている。し
かし、2015年11月に実装されたJGRADのシステム改修により新規に設けられたことから、今回の調
査時点では十分な入力情報が得られず、集計には利用できなかった。今後、既にJGRADに入力し
ている登録者に対しても、新しい登録項目の入力依頼を実施し、登録項目の充足率を高めていく
必要がある。 
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 JGRADによるアンケート調査の改善 4.3
NetCommonsに標準で備えられているアンケートモジュールは、複数回答を選択する場合に、選
択の上限を設定することができないため、3つまで複数回答可とした質問5、6、30（参考資料7・8）に
調査対象者が回答するにあたり、3つ以上の回答を選択している者が多く、これらの質問に関して
の有効回答数が減少した（図表 4.3.1）。今後のアンケート調査においては、複数回答数の制限を
設けないような質問項目と選択肢とするか、複数回答数の条件を設定できるようにJGRADが備えて
いるアンケートモジュールの機能を改善する必要がある。 
 
図表 4.3.1 複数選択の回答状況 
 
 
また、今回のアンケート調査では、留学生や社会人学生を対象とした質問項目を設定している
が、JGRADでアンケート回答者の属性の判別に利用できる登録項目がないため、質問に回答した
者を留学生あるいは社会人とみなしている。また、アンケート回答者のうち在籍者の学年について
は、JGRADの登録項目のうち課程別と入学年度の情報をもとに、博士課程（後期）が選択されてい
る者に関して、入学年度別の集計結果を算出することで対応した。今後のJGRADの登録項目の見
直しにあたり、本アンケート調査の集計や分析に必要な属性をJGRADの登録項目として検討すると
同時に、JGRADの登録項目に含まれない属性に関しては、アンケート調査の設計段階において考
慮し、該当する属性を質問する項目を設置することが必要である。 
また、本アンケート調査を実施するにあたり、JGRADのWebシステムにおける所属確認とアンケー
ト調査のモジュールの設置箇所の制限があり、アンケート調査票を在籍者と修了者に分けることが
できないことから、質問文に該当の者のみ回答との記述を設けるに留まった。また、同様の理由から、
調査票の使用言語を日本語と英語に分けることができないため、全ての質問項目と選択肢に関し
て、日本語と英語の併記の形を取らざるを得なかった。さらには、JGRADが備えているアンケートモ
ジュールには、回答内容により次の質問項目を分岐する機能や、マトリクス形式で回答するような質
問項目と選択肢を作成できないため、調査設計が単純質問に限られた。今後、JGRADの登録者に
対するアンケート調査を設計するにあたり、質問項目と選択肢の内容によっては、JGRADが備えて
いるアンケートモジュールの機能を拡張する、もしくは、外部のアンケート調査用サービスを利用す
ることも一考である。 
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 博士課程修了後のキャリアパス等に対する意識 4.4
JGRAD登録者の博士課程修了後のキャリアパス等に対する意識を把握するにあたり、博士課程
修了後に居住を希望する国・地域について調べたところ、今回のアンケート回答者のうち日本人在
籍者に関しては、博士課程修了後に居住を希望する国・地域として「決めていない」を選択した者
を除くと、93.9%が日本国内の居住を希望しており、6.1%が日本以外の居住を希望していた。また、
外国人在籍者をみると、47.0%が日本国内の居住を希望しており、53.0%が日本以外の居住を希望
していることが分かった（図表 3.5.2）。NISTEPの2012年度博士課程修了者を調査対象とした「「博
士人材追跡調査」第1次報告書」によると、現在の所在国に関して、課程修了1年半後の日本人修
了者の94.7%が日本に在住し、5.3%が海外に在住していること、また、外国人修了者の46.4%が日
本に在住し、53.6%が海外に在住していることが報告されている[5]。今回のアンケート調査と博士人
材追跡調査とでは、母集団が大きく異なるものの、博士課程修了後の居住の希望と実態に関して、
似たような傾向がみられたことは興味深い。 
アンケート回答者のうち在籍者において、博士課程修了後に希望するキャリアとして「アカデミア」
を希望する傾向は、男性より女性、日本人より外国人、理工系より人社系、自大学出身者より非自
大学出身者の方が強い。NISTEPによる2012年度博士課程修了者を調査対象とした「博士人材追
跡調査」において、男女別に修了者の課程修了後の雇用先をみたところ、女性の雇用先がアカデ
ミアである比率が男性より高かった[5]。博士人材追跡調査とアンケート調査の母集団は異なるもの
の、在籍中の段階から性別によるキャリア意識が異なり、実際の雇用先も意識に準じる傾向にある
ことが示唆される（図表 3.5.5）。 
また、博士課程修了後に希望するキャリアを入学年度別にみると、入学年度からの年数経過に
つれて、「アカデミア」を希望する者の割合が高まり、「アカデミア・非アカデミアの両方」を希望する
者の割合が減少していることから、博士課程入学からの年数を経るにつれて、博士課程修了後の
キャリアが選択されている様子がうかがわれる。今後、JGRAD登録者に対して継続的にキャリアパス
等の意識に関するアンケート調査を実施することで、博士課程に入学してから博士課程を修了する
までの意識の変化を経時的に追うことが可能である。 
博士課程修了後のキャリアパス等に対する意識と、博士課程在籍時のインターンシップ経験と共
同研究経験との関連性についてみたところ、インターンシップ経験のある者や共同研究経験のある
者は、経験のない者より「非アカデミア」を希望する者の割合が高いことが分かった（図表 3.7.9、図
表 3.7.13）。「第5期科学技術基本計画」[4]は、科学技術イノベーションを担う多様な人材の育成
と活躍促進に向け、「学生等が多様な経験を積み、様々なキャリアパスに対する展望を持てるように
するための産学官協働による大学・大学院教育改革を促進する。」と述べている。本調査の結果は、
将来のキャリアとして「非アカデミア」を希望する者が、博士課程在籍中にインターンシップや共同
研究に積極的に取り組んでいるとも考えられるものの、これらの経験が在籍者のキャリア形成の意
識に影響を与える可能性が示唆されることから、博士課程進学者が修了後に多様なキャリアを構
築できる環境を整備するため、大学と産業界等との連携をより強化していく必要があるだろう。 
 
 博士課程プログラムの満足度と印象 4.5
本アンケート調査において、JGRAD登録者の博士課程プログラムの満足度を調べたところ、アン
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ケート回答者のうち8割以上の博士課程在籍者と修了者が自身の博士課程プログラムに「満足して
いる」ことが分かり、NISTEPによる2012年度博士課程修了者を調査対象とした「博士人材追跡調
査」における、8割程度の修了者が博士課程に満足しているという調査結果[5]と同様の傾向がみら
れた（図表  3.6.1）。博士課程プログラムの満足度は、英国高等教育統計機関（The Higher 
Education Academy: HESA）による英国の122高等教育機関を対象として実施された「PRES2013: 
Results from the Postgraduate Research Experience Survey」[9]において類似の調査結果が報告
されており、調査に回答した48,401人の大学院生のうち、研究学位プログラムに満足している者が
81.7%、どちらでもない者が9.6%、満足していない者が8.7%であり、今回のアンケート調査結果と満
足の度合いは同程度であった。MITが博士課程在籍者に対して実施している「Graduate Enrolled 
Student Survey」[10]、博士課程修了者に対して実施している「Doctoral Student Exit Survey」[8]
においては、MITの大学院生であることに対する満足度がたずねられており、「とても満足している」
と答えた在籍者は41.7%、「まあ満足している」と答えた在籍者は43.3%であり、「とても満足している」
と答えた修了者は57.1%、「まあ満足している」と答えた修了者は33.0%であった。MITの大学院生で
あることに満足している修了者は9割を超えており、MITの博士課程修了者の満足度は非常に高い
ようである。 
博士課程プログラムの満足度を入学年度別にみると、入学年度からの年数経過につれて博士
課程プログラムに満足している者の割合が低下する傾向がみられた（図表 3.6.5）。キャリアパス等
の意識と同様、博士課程プログラムの満足度に関するアンケート調査を定期的に実施することで、
入学年度からの年数経過と博士課程プログラムの満足度との関連性を検証することが将来的に可
能である。 
博士課程プログラムの印象をみると、設置した10項目のうち在籍者が「とても良い」あるいは「まあ
良い」を選択した者が8割を超えていた項目は、「教員の研究指導の質」、「教員と大学院生の関係
性」、「研究スペースや設備」の3項目であった（図表 3.6.7）。博士課程プログラムの満足度と同じく
8割を超えているこれらの項目は、主に研究環境の質に関するものであるため、いかに良い研究を
行えるかが、博士課程プログラムの満足度につながっていると推察される。また、在籍者の博士課
程プログラムの満足度の構成要因として、標準年限内での学位取得の見込みとの関連性をみたと
ころ、学位取得の見込みが高いと答えた者ほど、博士課程プログラムの満足度が高い傾向がみら
れた（図表 3.6.19）。標準年限内での学位取得の見込みが高いということは、うまく研究活動に取り
組めていると考えられる。また、博士課程修了後のキャリアの不安と博士課程プログラムの満足度と
の関連性をみたところ、キャリアについての不安の度合いが低い者ほど、博士課程プログラムに「と
ても満足している」と答える傾向にあった（図表 3.6.15）。学生の満足度を向上させるためには、標
準年限内の学位取得を可能とする良好な研究環境を提供することに加え、修了後のキャリアの不
安を軽減するための支援策が有効だと思われる。 
 
 指導教員によるキャリアのアドバイス 4.6
博士課程修了後のキャリア構築に対する指導教員の関与の度合いを把握するため、アカデミア
と非アカデミアにおけるキャリア構築に対して、それぞれ指導教員より適切なアドバイスが得られた
かどうかをたずねる設問を設置した。この質問と選択肢は、MITが博士課程修了者に対して定期的
に実施している「Doctoral Student Exit Survey」の質問票[8]をもとにしているため、本調査結果のう
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ち修了者の結果とMITの調査結果とを比較する。結果、アカデミアでのキャリア構築について適切
なアドバイスをくれたことに「強く同意する」を選択した者の割合及び非アカデミアでのキャリア構築
について適切なアドバイスをくれたことに「強く同意する」を選択した者の割合は、本アンケート調査
結果（JGRAD）よりMITの方が非常に高い値を示している（参考図表2）。本アンケート調査における
修了者のサンプル数が少ないため、JGRAD登録者のうち修了者全体の傾向とは必ずしも言えない
ものの、指導教員によるキャリア構築のアドバイスについて改善の余地があることが示唆される。 
 
参考図表2  指導教員によるキャリア構築のアドバイス（JGRAD・MIT） 
 
注1）キャリア構築について適切なアドバイスをくれたことに対する同意の度合いをたずねている 
注2）JGRADは未入力者を除く 
 
 今後のJGRADの活用 4.7
博士課程修了者のキャリアパス把握に関し、中央教育審議会大学分科会が2015年9月15日に
公表した「未来を牽引する大学院教育改革 ～社会と協働した「知のプロフェッショナル」の育成～ 
（審議まとめ）」[11]は、「大学院修了者の進路状況や、その後の社会での活躍状況を適切に把握
することは、教育機関として求められる責務であるだけでなく、これらの情報は大学院の教育課程
等の見直しや学生の大学院進学の判断材料として生かすことができる貴重な情報である。」との認
識を示した上で、「各大学院においては、課程・専攻別に入学者数・修了者数を公表するとともに、
修了者の進路やその後の活躍状況等に関する情報も適切に把握して、学生や社会に広く公表す
ることが求められる。また、国としても、認証評価制度において大学院修了者の進路状況が評価さ
れるように促進策を検討することや、博士課程修了者の進路状況を全国的に把握するための調査
を継続的に実施するとともに、博士課程教育リーディングプログラムの成果を含め、大学院修了者
の活躍状況を社会に分かりやすく広報することが必要である。」と指摘している。 
今回のアンケート調査では、博士課程在籍中の経済的支援に関して調べており、アンケート回
答者の在籍者のうち、「日本学術振興会特別研究員」を受給している者が26.0%、「国費留学生」が
11.4%、「博士課程教育リーディングプログラム」には6.0%の者が該当していた（図表 3.7.3）。独立
行政法人日本学術振興会は、特別研究員採用後の就職状況調査として、「特別研究員－DCの
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就職状況調査結果について」[12]の中で、特別研究員採用者の常勤の研究職への就職状況につ
いて公表している。国費留学生については、文部科学省は「国費外国人留学制度の成果・効果に
関する調査研究」において、国費留学生に対するオンライン調査を実施しており、都道府県別の生
活満足度、留学動機、将来の進路やその理由の回答を分析している[13]。また、文部科学省と日
本学術振興会は、博士課程リーディングプログラムに参加している学生に対するアンケート調査を
実施し、得られた意見をプログラムの評価や改善に役立てるとしている[14]。これらいずれの調査も、
各給付型資金の受給者が調査対象者であるため、非受給者との比較ができない。一方、JGRAD
は給付型資金の受給者と非受給者の両者が登録されているデータベースであるため、ある特定の
施策や補助金の効果をみる上で、対照群を置くことが可能である。 
JGRADは、博士課程修了後のキャリアパス追跡が可能な情報プラットフォームであり、大学は管
理者として自大学のデータを参照することができる。「第5期科学技術基本計画」[4]において、「大
学改革の主体は大学自身であり、自らの理念に基づき教育研究の現場に改革を実装していく責
務を持っている。このため、国は、自らの強み、特色を最大限生かしつつ自己改革に積極的に取り
組む国立大学を重点支援し、グローバルな視点から大学間競争を活性化する。」と述べられている。
今回のアンケート調査では、大学別の回答数は少ないため、大学間比較を行うことが困難であった
が、今後の回収率等の向上により、大学間比較に耐えうるデータが得られることが予想される。大
学は全体の傾向との比較に加え、大学同士の連携等により主体的に大学間のベンチマーキングを
実施するなど、大学自らがJGRADを用いたアンケート調査の結果を活用していくことを推奨したい。
NISTEPは、136大学の研究論文を対象として大学別の研究力についての分析結果を報告しており
[15]、このような他の大学別のデータと組み合わせて考察・議論することも、将来的に可能になると
思われる。 
さらに、JGRADを用いた意識調査の強みとして、博士人材に定期的にアプローチできることが挙
げられる。NISTEPは、「科学技術の状況に係る総合意識調査（NISTEP定点調査）」として、産官学
の研究者や有識者に対する意識調査を年に１回の頻度で実施しており、同一の調査対象者より回
答を得ることで、科学技術やイノベーションに対する印象の変化をモニタリングして報告している
[16]。JGRADを用いた意識調査についても同様に、調査対象の一部は同一の在籍者並びに修了
者となるため、博士人材の置かれている状況や意識についての時系列変化を追うことが可能である。
今回はキャリアパス等についての意識を中心に質問したが、例えば、科学技術やイノベーションに
ついての意識を調査することで、若手研究者を取り巻く課題について、より詳細に把握することも可
能であろう。今後のJGRADの活用により、政策立案側と現場とをつなげる情報プラットフォームとし
て、JGRADは大いに貢献できると思われる。 
また、科学技術イノベーションを担う人材力の強化に向けて、「第5期科学技術基本計画」[4]は、
「科学技術イノベーション人材が、社会の多様な場において適材適所で活躍できるように促してい
くことも重要であり、産学官が科学技術イノベーション活動を共に進める中で、多様な職種のキャリ
アパスの確立と人材の育成・確保を進める。」と指摘している。博士課程在籍者や修了者が博士課
程修了後のキャリアパスを自ら切り拓いていくためにも、JGRADにより得られた博士課程在籍者及
び修了者の教育研究経験などの全体的な傾向や、キャリアパス等に関する意識についての調査
結果が今後もフィードバックされることで、個人が自身のキャリアを形成していく上での判断材料に
資するようなプラットフォームとなることが期待される。 
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